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用語説明 

 
用語 説明 

セルフサプライ 

セルフサプライ・ポリシーガイドラインの定義によれば、「個人世

帯もしくは少数世帯のグループがその大部分もしくは全額を負担し

て給水施設の改善を行うこと」となっている。セルフサプライは、エ

チオピア国では 2012 年の「セルフサプライ・ポリシーガイドライン

によって、国の政策として進められることとなった。 
エチオピアのみならず、ジンバブエ、タンザニア、ウガンダなどを

初め、アフリカ諸国でセルフサプライによる給水施設改善が進められ

ており、エチオピアは国家として「セルフサプライ」を位置付けた先

進的な国の一つである。 

セルフサプライ・タスクフ

ォース 

One WASH の枠組みの中で、農村 WASH 技術委員会の下部に位置

付けられる、作業グループ。農村 WASH コーディネーターを筆頭に、

水灌漑電力省代表、NGO（IRC、A4A、MWA、Water.org など）代表、

JICA、本プロジェクトが主要なメンバーで、そのほか UNICEF、WHO
代表も名を連ねる。 

「タスクフォース」に先行して、2010 年頃より上記の「セルフサ

プライ・ポリシーガイドライン」を策定した主要メンバーが「セルフ

サプライ・ワーキンググループ」として活動を続けていたが、その主

要メンバーが継続して関わっている。 
主な活動は、月例会議、アドボカシー、人材相互交流や経験交流、

ニュースレター発行、セルフサプライフェア実施など。本プロジェク

トはそれらの活動の主導的役割を担っていた。 

ビレッジ・テクニシャン 

農村地域に居住し、地域住民へロープポンプの設置・維持管理にか

かるサービスを提供する民間人材。職名は、本プロジェクトが命名し

たもの。本プロジェクトではビレッジ・テクニシャン育成のための技

術研修を行い、南部諸民族州内で 41 名のビレッジ・テクニシャンが

技能検定に合格した。 
プロジェクト終了後も、ビジネス・ベースでサービスを提供するこ

とが期待されている。 

ロープポンプ 

ロープとピストン（もしくはワッシャー）を用いた揚水装置の一種。

「ロープ・アンド・ワッシャー・ポンプ」と呼称する場合もある。 
その起源については諸説あるが、1000 年以上も昔、中国で生まれ

た揚水装置がその最も初期のものと言われる。1970 年代ころから、

欧州の技術者により、途上国向けの廉価な揚水装置として簡易化され

普及されている。 
エチオピアにおいては、セルフサプライ拡大のための低コスト技術

の一つとして注目され、普及されている。 

One WASH 国家計画 

2013 年に、エチオピア国給水・衛生分野において、改善された施

設へのアクセスの改善と衛生行動の改善などを目的に、水、保健、財

務、教育などの関係省庁が連携して策定した上位国家計画。セルフサ

プライは、農村 WASH 改善の一つの方策として位置付けられている。 
プロジェクトと深く関わりのある NGO 

アクア・フォー・オール オランダを本拠地とする国際 NGO。 
IRC 国際水衛生センター オランダを本拠地とする国際 NGO。 

ミレニアム・ウォーター・

アライアンス 

アメリカを本拠地とする NGO の集合体。IRC、A4A、Water.org な

どはその主要メンバーである。これらのメンバーNGO は、さらに事

業を実施するパートナーNGO と共に事業を運営している（例：ワー

ルドビジョン、カトリック・リリーフ・サービスなど）。 
Water.org アメリカを本拠地とする国際 NGO 

 



 

1-1 

第1章 プロジェクトの概要 

1.1 業務の背景 

エチオピア国（以下、エチオピア）では、安全な水を供給するための施設整備が遅れて

おり、給水率はサブサハラアフリカ平均 61%に比べて 44％と低い（WHO/UNICEF 2012 年

現在）。このため、エチオピア政府は、給水セクターの開発五か年計画であるユニバーサル・

アクセス計画（Universal Access Plan: UAP）を策定し、2015 年までに全国レベルの給水率

を 98.5％にすることを目指した。また、農村部の給水率については、年間平均 7％を向上

させるという高い数値目標を掲げた。  

こうした状況の中、日本は無償資金協力や技術協力プロジェクトを通して、エチオピア

の農村部における給水施設の整備に貢献してきた。殊に、住民の自己負担による初期投資

と維持管理が可能であるロープポンプの支援については、他ドナーに先駆け、技術協力プ

ロジェクトの「地下水開発・水供給訓練計画（1998～2013 年）」、「南部諸民族州給水技術

改善計画（2007～2010 年、以下、WAS-CAP）」を通じて、ロープポンプと浅井戸を活用し

た「セルフサプライ 」型給水施設の技術改良と試行的設置を行ってきた。これらの実績を

受け、水灌漑電力省は 2012 年に「セルフサプライ・ポリシーガイドライン」を策定し、住

民の自助努力によるセルフサプライ型給水施設の普及を推進している。  

このロープポンプは簡便な技術で製造が可能で安価なため、UAP2 においても中心的技

術として期待されている 。しかし、安価簡便であるが故に、模倣品、粗悪品が出回る問題

が生じたり、また行政による普及戦略や住民が購入する際の経済支援策の不足などにより、

その普及は限定的なものであった。セルフサプライによるロープポンプのさらなる普及を

目指すためには、国レベルでの普及戦略や住民への購入支援、商品としてのロープポンプ

の信頼性の確立が必須である。  

上述のような背景から、エチオピア政府は 2010 年 8 月、わが国に対して技術協力によ

る支援を要請した。同要請を受けて、2013 年 3 月から「飲料水用ロープポンプの普及によ

る地方給水衛生・生活改善プロジェクト（WAS-RoPSS）」が開始された。  

1.2 PDM の変遷 

プロジェクト開始後、UAP2 を踏襲して策定された給水と衛生を総合的に扱う One WASH

国家計画が実施段階に入り、南部諸民族州においてロープポンプの大量調達計画が実施さ

れた。この環境の変化に鑑み、2015 年 2 月に実施された中間レビューにおいて、PDM1.1

（2012 年 7 月版）の改訂にかかる協議が行われ、改訂版（PDM2.1）のドラフト内容が合

意された。同年 7 月、改訂版 PDM のドラフトを基に JICA とエチオピア政府による協議が

行われ、会議議事録による PDM3.1 が日本、エチオピア双方で正式に合意された。これに

基づき、第 3 年次からのプロジェクト業務は、PDM3.1 の枠組みで計画、管理を行うこと

になった。変更後の PDM3.1 は添付資料 1 の通りである。  
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1.3 プロジェクトのアウトライン 

本プロジェクトは、業務計画書に基づき、対象地域においてロープポンプの規格を提案

し、「セルフサプライ・ポリシーガイドライン」に基づき普及を促し、地域の給水衛生改善

と生活改善を図るものである。上位目標、プロジェクト目標および期待される成果は以下

の通りである。  

(1) プロジェクトの上位目標 

飲料水用ロープポンプ南部諸民族州で普及され、生活改善をとおした給水衛生状況の改

善の実践がなされる。  

(2) プロジェクト目標 

対象地域において給水衛生状況の改善と生活改善のために飲料水用ロープポンプの普

及がなされる。  

(3) 期待される成果 

成果 1 : 連邦レベルで飲料水用ロープポンプおよびその設置方法の仕様が規格化される  

成果 2:  飲料水用ロープポンプの製造、設置技術、維持管理に関する戦略が策定される  

成果 3 : プロジェクト対象郡における行政・半官半民組織による衛生啓発を含むロープ

ポンプ普及活動が促進される  

成果 4 : プロジェクト対象地域における衛生啓発を含むロープポンプ使用の実践がビレ

ッジ・テクニシャンおよび普及員により継続的に支援される  

成果 5 : プロジェクトの知見が普及ツールとして取りまとめられ、全国で認知される  

 

1.4 プロジェクト実施期間 

本プロジェクトは 2013 年 3 月から 2016 年 12 月までの 3 年 9 か月の期間で実施された。

各年次の実施期間は以下の通り。  

 第 1 年次：2013 年 3 月～2014 年 7 月  

 第 2 年次：2014 年 8 月～2015 年 8 月  

 第 3 年次：2015 年 10 月～2016 年 12 月  

 

1.5 実施機関と実施体制 

本プロジェクトが関係する先方の主な政府機関は、以下の通りである。  

 主要官庁：水灌漑電力省給水衛生局  

 実施機関：南部諸民族州水灌漑開発局およびターゲット郡の水・鉱物・エネルギー

事務所  

 その他のカウンターパート機関：南部諸民族州保健局、農業環境保護局、TVET局、

オモ小規模金融機関、女性・青少年局  

 

各機関に配置されたカウンターパートリストは、添付資料 2 の通りである。  
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1.6 プロジェクト対象地 

本プロジェクトの対象地域は、南部諸民族州における給水施設改善へのニーズアセスメ

ントやロープポンプ普及の適正審査に基づき、カウンターパート機関、JICA 事務所との協

議を経て、2013 年 11 月に以下の通り 4 郡 10 行政村に決定された。  

 表 1-1: プロジェクト対象地域 

県  郡  行政村（対象地域） 
ゲデオ  イルガチャフェ  チェルバ  

チト  
ドゥメルソ  

シダマ  ダレ  ベラチャレ  
ベラダディチョ  
ガジャモ  

ワライタ  ダモットプラサ  ガメカベチョ  
ヘレナコルケ  
トムトメメンタ  

グラゲ  マスカン  イェタボン  
 

1.7 投入実績 

プロジェクト期間中の日本側およびエチオピア側の投入実績合計は以下の通りである。 

 
1.7.1 日本側投入実績 

日本側の投入実績は、専門家派遣合計が 95.23MM、現地業務費約 1 億 6 千万円である。 

表 1-2: 日本人専門家投入実績 

現地業務  

氏名  担当分野  渡航回数  派遣人月  

北詰秋乃  総括 /普及・流通戦略  11 回  24.60 人月  

小野健  副総括 /普及・流通   7 回  11.30 人月  

原田容逸  機械工学 /機械デザイン   8 回  10.50 人月  

宇佐美栄邦  掘削技術 /施工管理   6 回   6.53 人月  

内田貴子  農業（小規模灌漑・栽培）  11 回  14.23 人月  

本間絵奈  衛生 /コミュニティ開発  11 回  24.67 人月  

石井絢乃  小規模金融 /農村生活改善   2 回   2.00 人月  

菅井純  小規模金融 /農村生活改善   1 回   1.00 人月  

 小計  94.83 人月  

国内業務  

宇佐美栄邦  掘削技術 /施工管理  - 0.40 人月  

 小計  0.40 人月  

 
 合計  95.23 人月  
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1.7.3 エチオピア側投入実績 
エチオピア側カウンターパート投入実績は、添付資料 2 を参照のこと。ローカルコスト

等の負担は、以下の通り。  

 

表 1-3: エチオピア側ローカルコスト負担 

コスト負担機関  内容  
水灌漑電力省  
（アディスアベバ事務所）  

事務所スペース、光熱費  
会議室  

南部諸民族州水灌漑開発局  
（アワサ事務所）  

事務所スペース、光熱費  
10,000 台のロープポンプ調達・普及活動に関する州・
県・郡水事務所職員の出張費  
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第2章 プロジェクトの活動実績と成果 

2.1 業務の実施方針と方法 

2.1.1 セルフサプライ政策とロープポンプの普及 

本プロジェクトにおいて、ロープポンプ普及に際し中心的な理念となる「セルフサプラ

イ」は、2012 年に発行された「セルフサプライ・ポリシーガイドライン」に定義され、従

来の供給主導型の普及では裨益者にあたる農村住民が、「自ら財的投資を行って給水改善を

行うこと」とされている。セルフサプライはエチオピアの水と衛生（以下、WASH）セク

ターの上位計画である One WASH 国家計画（2013 年）の中で、農村給水普及の重要な手段

の一つとして位置付けられており、水灌漑電力省農村 WASH 技術委員会の下に設置された

セルフサプライ・タスクフォースでは、セルフサプライで農村給水人口の 20％をカバーす

ることを目指している。また南部諸民族州では、現在安全な水へのアクセスが確保されて

いない人口のうち 20％をセルフサプライでカバーする目標を立てている。主な給水関係機

関とプロジェクトの関係を図 2-1 に整理した。 

  

図 2-1: 主要な給水関係機関とプロジェクトの関係 

 
ロープポンプは、セルフサプライで廉価な技術として重要視されている。また、給水改

善のみならず、女性の水汲み労働の軽減や労働時間の短縮、子供の井戸への落下防止、井
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戸の多目的利用による生産活動への利用など、農村住民の生活改善に資することが期待さ

れている。本プロジェクトでは、このように多面的に農村生活の向上に資するロープポン

プ技術の特徴に着目し、農村地域でのロープポンプの需要拡大と持続的なロープポンプの

供給を促す普及方法の検討と実践を行った。  

 
2.1.2 プロジェクトのアプローチ 

本プロジェクトは、2.1.1 で述べた「セルフサプライ・ポリシーガイドライン」に基づき、

セルフサプライによるロープポンプの普及を通して給水・衛生状況を改善し、農村地域住

民の生活改善を図ることを目標とした。ロープポンプ普及を促すため、本プロジェクトで

はまずロープポンプの技術面での改良に取り組み、ポンプ構造とロープポンプを取り付け

る井戸の上部施設の改良、製造価格の低減のための調査や各種試験を行った。また、普及

に必要な環境を整備するために、上記の結果を踏まえて、ロープポンプの仕様規格化、認

証制度、小規模金融からの資金調達を含む導入促進制度の検討、製造・設置業者等の人材

育成活動を行った。  

次に、上述のポリシーガイドラインに則り、南部諸民族州の 4 郡を対象に、普及活動の

支援を行った。支援に当たっては上述した各活動の成果を活かしつつ、小規模灌漑や衛生

改善活動等を通して住民のインセンティブと需要を喚起するとともに、農村部の生活改善

に結びつくような包括的なアプローチを採用した。村落レベルでの普及活動においては、

水・農業・保健・金融セクター行政官や普及プロモーター、修理などを行う民間のサービ

ス提供者などと共に普及・啓発活動を行った。給水政策に対するプロジェクトの貢献を図

2-2 の通り整理した。  

 
図 2-2: エチオピアの給水政策とプロジェクトの貢献 

 

上位政策/計画文書

政策文書

プロジェクトの技術協力

成果品

プロジェクトが作成した

ツール類

国家セルフサプライポリシーガイドラインユニバーサルアクセスプラン

セルフサプライに関する各種ガイドライン

セルフサプライ拡大プログラムマニュアル（MoWIE、2014年2月発行）

One WASH国家計画

普及ツール

ロープポンプマニュアル

エチオピア標準「ロープポンプ」

ロープポンプ

普及ハンドブック

トレーナーガイド

ロープポンプ品質管理戦略

ロープポンプ維持管理戦略

ロープポンプ金融手
続き手順書

水質検査・井戸洗浄
の手順シート

維持管理シート

チェックリスト

セルフサプライ・ビジ
ネスカタログ

製造業者・パーツ供
給者リスト

プロモーションビデオ モニタリングシート
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2.1.3 プロジェクト実施のフレームワーク 

本プロジェクトでは、5 つの成果の発現により、プロジェクト目標の達成を図った。図

2-3 では、国および州レベルでの活動と郡や村落レベルでの活動をそれぞれステップ 1（成

果 1 および 2）、ステップ 2（成果 3、4、5）に分類して提示している。 

成果 1 の活動ではロープポンプ構造の改良と国レベルでの標準化、成果 2 では主に州レ

ベルにおけるロープポンプ普及拡大の環境整備の一環として、品質管理、パーツ供給、人

材育成の仕組みづくりに取り組んだ。成果 3 では、ロープポンプ普及に必要な行政による

プロモーション活動の方法を整備すると共に、ポンプ購入や井戸の上部工事のための資金

が必要な住民がアクセスできる小規模金融サービスの構築を行った。成果 4 では、パイロ

ット地域でのロープポンプ普及、設置・維持管理支援を実践しながら、ロープポンプ普及・

流通に係る一連のプロセスの整理および実践に基づく教訓の抽出を行った。また、これら

の活動を通じた経験と教訓の取りまとめを行い、成果 5 では「ロープポンプ普及ハンドブ

ック」を作成し、全国レベルでの認知と周知を行うと同時に、南部諸民族州全域における

プロジェクト知見の拡大を図った。  

 

図 2-3: プロジェクト実施のフレームワーク 

本プロジェクトの活動内容は多岐にわたり、関係者も多様であるため、複数のセクター

や行政レベルのカウンターパート機関および民間のパートナー達と、協働で作業を行った。

特に、技術の標準化や政策環境面でロープポンプ普及を支える行政機関のファシリテータ

ーとしての役割と、セルフサプライ市場を担う民間の小規模・零細企業や民間人材の重要

性に着目し、プロジェクト終了後も技術の維持、普及拡大が図られるような人づくりや仕

組みづくり、関係者の連携強化などに留意して活動を行った。  
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図 2-4: プロジェクトの関係者 

 

2.2 活動計画の内容 

各成果の活動の流れと成果との関係を以下の図に示す。また、業務フローチャートを添

付資料 3 に示す。また、計画と実績表を添付資料 4 に示す。  
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州水灌漑開発局 関係者間の調整・取りまとめ
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小規模金融機関（州）

県保健事務所

県農業自然資源開発
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行政村WaSHチーム
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OMFI: オモ小規模金融機関、MoWIE：水灌漑電力省、 IRC：国際水衛生センター  

図 2-5: 各成果に対する活動の進捗とその関係 
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2.3 プロジェクト管理にかかる活動実績と成果 

2.3.1 プロジェクト管理にかかる活動概要 
プロジェクトは、アディスアベバ市内にある水灌漑電力省内の事務所、アワサ市内にあ

る南部諸民族州水灌漑開発局敷地内にある事務所の 2 か所にて運営・管理を行った。日本

人専門家とローカルスタッフから成るプロジェクトチームは、カウンターパートとプロジ

ェクトの活動方針や運営に関わる課題などを共有し、合意形成できるように定期、不定期

の会議等を開催した。カウンターパートとの協働作業、合意形成過程を通じて、技術移転

とともにカウンターパート側の当事者意識や責任感の醸成に努めた。 

 
2.3.2 合同調整委員会と州レベルのステアリングコミッティの開催 

プロジェクトの活動方針や各年次の活動計画の検討、成果の共有などの目的で、国レベ

ルの合同調整委員会（JCC）と州レベルのステアリングコミッティを開催した。JCC は、

主に水灌漑電力省関係者、日本人専門家、JICA 関係者等が参加して、アディスアベバ市内

にて 7 回実施した。またステアリングコミッティは、州レベルのカウンターパート機関（水、

保健、農業、女性・子供、職業訓練各セクター局、小規模金融機関など）、日本人専門家、

JICA 関係者などが参加して、アワサ市内にて 8 回実施した。会議のメンバーリスト、概要

及び議事録は添付資料 5 を参照。  

 
2.3.3 広報活動 

プロジェクトでは、活動の広報及びロープポンプ普及のための広報ツール等の作成・配

布を行い、広くプロジェクトの周知とセルフサプライおよびロープポンプの普及に努めた。

また、JICA 広報や他機関による広報の機会も積極的に活用し、プロジェクト広報を行った

（添付資料 6）。  

表 2-1: 広報ツール等作成・配布実績 

ツール名  発行時期・頻度  広報ターゲット  
ロープポンプニュースレター  
（英語・アムハラ語）* 

2013 年 5 月～9 月隔月発行、
第 1～3 号  

カウンターパート、JICA 関係
者、国内外のセルフサプライ
関係機関など  

セルフサプライニュース  
（英語・一部アムハラ語）* 

2013 年 11 月～2016 年 10 月  
隔月発行、第 1～15 号  

カウンターパート、JICA 関係
者、国内外のセルフサプライ
関係機関など  

ブリーフノート  
（日本語・英語）  

2014 年 7 月～2016 年 11 月  
年 1 回更新  

JICA 広報  

プロジェクト紹介  
パンフレット（英語）  

年 1 回更新  カウンターパート、JICA 関係
者、国内外のセルフサプライ
関係者、各種イベント参加者
など  

A Better Life with Rope Pump 
（プロモーションフィルム）  

2015 年 2 月作成後、プロジェ
クトの各イベントで上映  

研修、ワークショップ、セミ
ナーなどプロジェクトが実施
した各種イベントの参加者、
セルフサプライフェア参加者
など  

広報グッズ  
（T シャツ、バッグ、ノート
パッド、ステッカー）  

セルフサプライフェア（2015
年 3 月、2016 年 3 月）  
に合わせて作成  

イベント（セルフサプライフ
ェア）参加者  

*添付資料 7 
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2.3.4 中間レビューおよび終了時評価調査への協力 

2015 年 2 月に中間レビュー調査、2016 年 6 月に終了時評価調査がそれぞれ実施され、

プロジェクトは JICA およびカウンターパート機関の指示に従い、それらの調査準備、現

地情報収集、評価結果取りまとめへの協力を行った。それぞれの調査結果の概要は、第 3

章にて報告する。  

 
2.3.5 成果品の作成と提出 

以下の成果品をカウンターパートと協働で作成し、JICA 本部およびエチオピア事務所へ

提出した。また、英文報告書はカウンターパート各機関へ配布した。成果品の一覧は以下

の通り。  

 

表 2-2: 成果品一覧 

成果品名  提出年月  

業務計画書（第 1 年次～第 3 年次）（和）  2013 年 3 月、2014 年 8 月、2015 年 10 月  

インセプションレポート（和・英）  2013 年 5 月  

業務進捗報告書（第 1 号～第 5 号）（和・英） 2013 年 8 月、2014 年 2 月、7 月、2015 年 8 月、

2016 年 7 月  

中間報告書（和・英）  2015 年 4 月  

プロジェクト事業完了報告書（和・英）  2016 年 12 月  

 

表 2-3: 技術成果品一覧 

技術成果品名  添付ツール  
ロープポンプ製造・設置・維持管理  
マニュアル（アムハラ語）  

・ 維持管理シート  
・ ロープポンプ図面一式  

ロープポンプ品質管理戦略（英語）  ・ エチオピア標準（ロープポンプ）* 
・ 製造チェックリスト  
・ 設置・維持管理チェックリスト  
・ 維持管理シート  
・ 価格計算ツール  
・ トレーナーガイド  
・ ロープポンプ製造にかかる必須技能リスト  
・ ロープポンプ設置にかかる必須技能リスト  

ロープポンプ維持管理戦略（英語）  ・ 維持管理シート  
・ ビレッジテクニシャン・サービスメニュー  
・ 製造業者・パーツ供給者リスト  
・ セルフサプライ・ビジネスカタログ  
・ モニタリングシート  

ロープポンプ普及ハンドブック  
（英語、アムハラ語）  

・ ロープポンプ金融手続手順書  
・ 水質検査・井戸の浄水処理情報シート  

*エチオピア標準（添付資料 9）は、エチオピア企画庁（ESA）から発行されている国家標準であり、厳

密には技術成果品には当たらないが、プロジェクトの技術協力の結果生まれたものである。  
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2.3.6 その他の活動 

(1) 南部諸民族州のロープポンプ大量調達・普及への支援 

南部諸民族州水灌漑開発局は、本プロジェクトの第 1 年次に 10,000 台のロープポンプ調

達と普及事業を開始した。この調達は、プロジェクト活動と並行して行われたため、本プ

ロジェクトへの貢献要素と阻害要素を可能な限り予測・分析した。それを基に同局との話

合いを重ねた結果、同局が計画する活動の一部支援をプロジェクト活動の内容として取り

込み、追加支援を行うこととなった（追加活動一覧は添付資料 8 を参照）。同局と合意した

具体的な追加活動は以下の通りで、活動の詳細と成果は成果 2及び成果 3の項で報告する。  

表 2-4: 南部諸民族州ロープポンプ大量普及への追加支援活動 

年次  活動  
第 2 年次  技術的助言（ロープポンプ仕様、入札方式、普及計画など）  

設置業者の人材育成（プロジェクト対象地以外の 4 県 4 郡対象）  
ロープポンプ普及オリエンテーション（同 4 県 4 郡対象）  
ロープポンプ金融説明会（同 4 県 4 郡対象）  
水質検査 OJT（同 4 県 4 郡対象）  

第 3 年次  ロープポンプ普及オリエンテーション（州のセルフサプライ強化
対象 36 郡）  
ロープポンプ設置導入研修（同 36 郡）  
ロープポンプ設置研修（プロジェクト対象外 3 県 6 郡対象）  
井戸カバー製造研修（同 3 県 6 郡対象）  

 

(2) セルフサプライ・タスクフォースへの参加 

本プロジェクトは、プロジェクト期間を通して、水灌漑電力省のセルフサプライ担当部

署が招集するセルフサプライ・タスクフォース（2013 年まではセルフサプライ・ワーキン

ググループ）の主要参加者として、その定期会合や協働活動に積極的に参加し、経験交換

や技術人材の交流などを行った。  

本プロジェクトは、エチオピア国内でセルフサプライを実践する数少ないプロジェクト

の一つであり、その活動内容や方法、活動を通して得られる教訓などは、省を初め、水セ

クター関係者の貴重な経験として蓄積されている。協働作業の成果としては、セルフサプ

ライニュースの定期発行、セルフサプライフェアの開催、セルフサプライ・ビジネスカタ

ログの作成・配布などが挙げられる。また、水灌漑電力省高級管理職員（国務大臣等）へ

の政策提言を共同作成した。  

 

2.4 成果 1 にかかる活動実績と成果 

2.4.1 成果 1 の概要：ロープポンプの改良と標準化 
成果 1 に関しては、ロープポンプ構造の改良と標準化ならびに手掘り井戸の改良に取り

組んだ。ロープポンプ構造の改良では、2 つの改良モデルを開発した。基本パーツの構造

寸法や材料の「最小仕様」を標準化した。この標準は、省内での承認を経てエチオピア規

格庁（ESA）へ提出され、国家規格として承認された。  
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手掘り井戸の改良では、井戸カバーやレデューサー、井戸壁の崩壊を防ぐ方法や低予算

の井戸掘削後方などを検討した。これらの検討結果から、有用な情報を「テクニカル・ノ

ート」に取りまとめた。 

 

2.4.2 ロープポンプ各種試験と改良 
プロジェクトは、ロープポンプの各パーツの改良と試験を行い、2014 年モデル、ポール

モデルの 2 つの普及モデル（次頁 Box を参照）を開発した。また、各モデルの製造・設置・

維持管理に関するマニュアルを作成した。  

 
2.4.3 ロープポンプ仕様の標準化 

ロープポンプの各パーツの最小仕様について、水灌漑電力省、ロープポンプ製造業者、

職業訓練校講師、ロープポンプ技術普及に携わる関係機関と協議、検討を重ね、合意した。

合意した内容は ESA での検討を経て、エチオピアの国家標準として承認された（添付資料

9）。  

標準文書は、ロープポンプ品質管理戦略文書と共に、ファイナルセミナーにてカウンタ

ーパート機関やセルフサプライ関係者に広く周知・配布された。  
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Box 1: プロジェクトで行ったロープポンプの主な改良点 

以下に、プロジェクトが行ったロープポンプ本体とロープポンプ井戸の主な改良点を取

りまとめた。 

ロープポンプ本体の主な改良点 

ロープポンプ部位  主な改良点  
2014 年モデル  ポールモデル  

ブッシング  ハンドル取付時に軸を調整しやすいようにブッシングの長
さを延長  

ハンドル部  ハンドルの長さを短縮し鋼材を削減（コスト削減）  
構造部  鋼材と溶接部位削減による

生産コスト低減と製造の簡
素化  

木製フレームの使用による
低コストモデルの実現  

ガイドボックス  サイズ縮小によるコスト低減  
揚水管  ISO 仕様採用による互換性向上、コスト低減（ISO 仕様管の

市場価格は従来の BS 仕様より安価）、市場での入手も容易  
リターン管  直管、曲管のオプションがあり、管井戸、手掘り井戸の  

両方に対応可能  
価格（従来の JICA モデ
ル 価 格 ［ 1.446ETB= 約
8,676 円］を 100％と  
した場合の比較）  

1,281ETB（約 7,686 円）  
（88.6%）  

748 ETB（約 4,484 円）  
（51.7%）  

*注：上記の価格には、井戸の深さや水位によって価格が左右される揚水管、リターン管、異形管、井

戸上部工事の価格は含まれていない。本体価格の比較は、アディスアベバ市場の資材価格を基に計算

した。生産価格は地域や購入時期によって変動する資材や労働価格によって変化する。  
ETB:エチオピアブル（=約 6 円）  

 
ロープポンプ本体および井戸上部工事の改良点 
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2.4.4 ロープポンプと手掘り井戸にかかる改良研究 
上記 Box1 に示した 2 種のロープポンプ普及モデルの改良点に加え、ロープポンプ及び

手掘り井戸改良にかかる以下の点について検討と試験を行い、その結果を「テクニカル・

ノート」として取りまとめた。これらの検討項目は、ロープポンプの各部位や手掘り井戸

の今後の改良に役立つと考えられる項目の中から選定した。汎用試験などの過程が必要で

あるため、井戸カバーとレデューサーブロックを除き、Box1 で示した汎用モデルにはその

結果を反映していない。主な検討事項と結果は以下の通り。  

 

表 2-5: ロープポンプ技術及び井戸改良にかかる改良点の検討結果概要 

検討事項  検討結果  
ロープポンプ用井戸カバーお
よびレデューサーブロックの
構造計算並びに強度に関する
検討  

プロジェクトが普及したロープポンプ用井戸カバー並びに
レデューサーブロックは、マニュアル通りの品質を確保して
作られている限りは、予測可能な使用条件を満たす強度を備
えている。  

ロープポンプのフレーム部改
良の検討  

マニュアルにて普及しているロープポンプのフレームは、2
本の GI パイプを溶接加工した A 字型のものであるが、溶接
の代わりに曲げ加工を施した U 字型フレームの製造につい
て検討。地方での製造も可能であり、強度は A 字型フレーム
より高いことが判明。  

ロープポンプ用揚水管の検討  紫外線に弱い硬質ポリ塩化ビニル（uPVC）管の代替として
高密度ポリエチレン（HDPE）管を揚水管として活用する可
能性を検討。可能ではあるが、加工等に課題が残ることが分
かった。  

コンクリート製ガイドボック
ス導入の検討  

普及型のスチール製ガイドボックスに代えて、コンクリート
製ガイドボックスの普及可能性を検討。機能、耐久性とも問
題ないことが判明。コスト面ではスチール製より安価。  

強雨などによる井戸崩壊への
対応  

予想外の強雨による井戸の崩壊が複数個所で報告された。井
戸の崩壊を防ぐにはライニング 1を施すことが最適と考えら
れるが、費用などの要素を検討した後、井戸所有者の判断に
より、その対処方法が決定されるべきである。  

井戸崩壊防止と水質汚染低減
のための竹ケーシング設置の
検討  

TVETC アワサ校と協働で、試験井戸 2 カ所にて竹ケーシン
グ（直径 80 ㎝高さ 1m）の挿入、設置を実施したが、ケーシ
ング形状、強度確保の点で実用化が困難であることが判明し
た。研究・開発は TVETC アワサ校引き継ぐこととなった。  

低コストの掘削工法検討  マニュアルドリリング並びに小型掘削機による泥水循環工
法の試験を実施した。コスト面ではマニュアルドリリングが
最も安価であることが明らかとなった。一方、不透水層以下
の被圧地下水や風化した岩盤の亀裂水に貯留している量水
の地下水は、いずれの工法でも掘り抜くことは困難で、水質
面でのメリットは従来の浅井戸と同様であり、セルフサプラ
イには敵しないと判断された。  

 

                                                   
1 ライニング（英語： lining）とは、物体の表面  または内面に、定着可能な物質・物体を比較的厚く覆

う表面処理のことを意味する。また、その被膜自体を指していう場合もある。  
 （https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8B%E3%83%B3%E3%82%B0）  
 手掘り井戸のライニングは井戸の内壁保護を目的として行われる。多くの場合コンクリートリングな

どを挿入する。  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8B%E3%83%B3%E3%82%B0
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2.5 成果 2 にかかる活動実績と成果 

2.5.1 成果 2 の概要：ロープポンプの品質管理と維持管理戦略策定 
成果 2 については、主にロープポンプ製造と設置にかかる一定品質の維持と供給の安定、

並びに村落世帯に設置されたロープポンプの維持管理に資する仕組みづくりと人材育成に

取り組んだ。  

ロープポンプ製造における品質管理に関しては、製造業者の企業内での品質管理能力の

強化、業者の必要技能の特定、および認定制度の検討を行った。これらの結果は、「ロープ

ポンプ品質管理戦略」としてまとめ、ファイナルセミナーにて関係者に周知・配布された。

一方、ロープポンプの品質を大きく左右するパーツ供給については、主に供給・流通業者

や価格に関する情報を整理し、製造業者に役立つ情報の取りまとめを行った。  

また、製造・設置業者への人材育成のため、職業訓練（TVET）システムを活用したロ

ープポンプ技術移転の方法の検討を行い、講師の育成と製造・設置業者の研修を実施し、

ロープポンプ製造および設置に関する人材育成をおこなった。  

 
2.5.2 ロープポンプ品質管理戦略 

プロジェクトでは、ロープポンプ製造業者、設置者、普及を進める関係各機関等の関係

者との協議や研修を通して品質管理体制の検討を進め、以下の方針で品質管理体制を整備

することを提案した。検討結果は「ロープポンプ品質管理戦略」として取りまとめ、ファ

イナルセミナーにて関係者に周知・配布した。 

 ロープポンプ仕様の国家標準の遵守  

 ロープポンプ製造および設置に関するチェックリストの作成と企業内品質管理の

促進  

 職業訓練校を活用したロープポンプ技術者の育成  

 ロープポンプ製造・設置にかかる技能検定制度の導入  

 民間セクターのビジネス開発とカスタマーサービス改善 
 

上記の戦略文書は 2016 年 10 月に実施したプロジェクト最終セミナーで関係者に周知さ

れ、配布された。  

 
2.5.3 ロープポンプ技術にかかる技術者の育成・支援 

プロジェクトでは、ロープポンプ技術研修講師育成研修（1.5 か月間）、ロープポンプ製

造研修（1 か月）、ロープポンプ設置・維持管理研修（21 日間もしくは 15 日間）などを通

して、ロープポンプ技術講師、製造業者、設置業者（ビレッジ・テクニシャン）の育成と

技術向上、またユーザーのための維持管理技術研修を行った。これまで研修に参加したロ

ープポンプ講師、製造業者、ビレッジ・テクニシャン等の数は、表 2-6 の通り。  
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表 2-6: ロープポンプ技術研修実績 

研修名  
 

所属先・職名  

TOT 
（講師研修） 

RP 製造  
(上級者コース) 

RP 製造  
(初級コース) 

設置・維持  
管理研修  

累計研修  
受講者数  

TVETC 講師  12   12 24 
民間   4 6 7 17 34 
州水灌漑開発局   1    1  2 
県水事務所職員  
（プロジェクト  
対象地外）      4  4 

郡水事務所職員     11 11 
郡水事務所職員  
（プロジェクト  
対象地外）     17 17 

ビレッジ・テクニシ
ャン     49 49 

ビレッジ・テクニシ
ャン（プロジェクト
対象地外）     69 69 

RP ユーザー（世帯）    204 204 
合計  17 6 7 384 414 
RP:ロープポンプ、TVETC：職業訓練学校   

 

上記の研修で育成された技術者の技術習熟度を客観的に測る方法として、エチオピアの

職業訓練システムにおいて既に構築されている技能検定試験（COC）を導入し、技術者の

技能検定を奨励した。南部諸民族州技能検定センター（Center of Competencies）と協力し

て試験内容を検討した後、ロープポンプ製造にかかる技能検定試験（1 回）と、ロープポ

ンプ設置・維持管理にかかる技能検定試験（2 回）を実施した。それぞれの試験受験者数

と合格者の内訳は表 2-7 の通り。  

 

表 2-7: COC 試験受験者および合格者数とその内訳 

所属機関 /職名  
製造  設置  

受験者数  合格者数  受験者数  合格者数  
TVETC 講師    12 (1) 11 
州水灌漑開発局    1 1 
プロジェクト対象地郡
（県）行政官    9 (1) 8 

プロジェクト対象地外郡
（県）行政官    7 7 

製造業者  10 10 8 7 
プロジェクト対象地  
ビレッジ・テクニシャン    37 (14) 17 

プロジェクト対象地外  
ビレッジ・テクニシャン    37 24 

セルフサプライ・パートナ
ー機関からの派遣  
（TVETC 講師）  

  3 3 

民間ロープポンプ技術者    3 3 
合計  10 10 117 (16) 81 
( ) 内は再受験者数  



 

2-14 

 
技能検定に合格したロープポンプ製造業者 10 名は、自主的に「ロープポンプ製造業者

組合」を設置することで合意し、アワサを拠点とする組合として発足した。2016 年 10 月

現在、組合の活動計画を策定中である。  

 
2.5.4 ロープポンプに必要な資材・パーツに関する検討 

プロジェクトでは、資材・パーツに関するワークショップ等を通して、水灌漑電力省、

ロープポンプ製造業者、ロープポンプ技術普及に携わる NGO 等を含む開発パートナー、

職業訓練校講師等との協議、検討を行い、ロープポンプに必要な資材やパーツの入手につ

いて話し合いを重ねてきた。これらの話し合いで、uPVC 管、異形管、ピストン、亜鉛メ

ッキのボルトとナットなどは、地方の小売店では入手が困難であることが確認された。解

決策として、パーツ取扱店のリストを作成して調達先の周知を行った他、地方の小売店に

対するパーツ取扱いへの働きかけなどを行った。  

また、セルフサプライ・タスクフォース定例会議において、パーツのサプライヤーに対

してロープポンプ製造業者への小口発注への対応を促すこと、原材料やパーツ輸入に関す

る関税緩和の措置の可能性などについて問題提起を行った。ロープポンプのパーツは、現

行の市場規模では、市場原理に基づくビジネスとしての成長が困難なことから、行政介入

による特別措置などによるパーツ流通の活性化が必要であると考え、提案書を作成し行政

側への働きかけを行った（添付資料 10 参照）。セルフサプライ・タスクフォースが作成し

た、省の高級管理職への政策提言では、パーツ・資材の行政介入についての検討を促す提

案を行った。  

 
2.5.4 ロープポンプ維持管理戦略 

ロープポンプは、他の揚水技術と比べて比較的簡単に維持管理ができるという利点があ

る。農村地域に住むロープポンプユーザーが維持管理に関する知識と技術を身に着け、日々

の管理や、簡単な修理を行うことが期待されている。上記 2.5.3 の活動を通して育成した

ビレッジ・テクニシャンは、ロープポンプ設置の際に、ユーザーへの維持管理指導を行っ

ている。プロジェクトでは、以下の 3 段階の維持管理体制による持続的なロープポンプの

維持管理を推奨している。  

1） 日々の点検や週一回のオイル差し、ロープの点検などはユーザーが行う 
2） ユーザーが手におえない故障やロープ交換などのサービスは、ビレッジ・テクニシ

ャンが料金を取ってサービス提供する 
3） ビレッジ・テクニシャンの手に余る故障などの対応については、ユーザーが料金を

支払って、最寄りの街で営業するロープポンプ製造業者がサービス提供する 
 

上記の内容を含む維持管理戦略は、カウンターパート機関や製造業者等を含む関係者間

で協議・検討され、「ロープポンプ維持管理戦略」として文書に取りまとめ、ファイナルセ

ミナーにて周知された。 
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2.5.5 南部諸民族州のロープポンプ大量調達・普及への支援 
南部諸民族州水灌漑開発局が 2014 年より実施しているロープポンプの大量調達・普及

事業への支援の一環として、プロジェクト対象外の水行政官およびビレッジ・テクニシャ

ンを対象としたロープポンプの設置・維持管理技術研修を行った。その成果は、上記表 2-6、

2-7 で示した。  

カファ県では、2016 年 7 月に同県内で実施した設置・維持管理研修の後に、ビレッジ・

テクニシャンによる設置活動が活発に行われている。一方、第 2 年次にプロジェクト対象

地域内に他県の郡行政官やビレッジ・テクニシャンを招いて実施した設置・維持管理研修

の後、これらの県での活動はあまり活発に行われていない。第 3 年次にプロジェクトが実

施したモニタリング結果でもこの違いは明らかであり、技術普及を実施する地域に、研修

の一環として設置したロープポンプが地域住民の目に見える形で存在することで、これら

が住民の需要を喚起し、普及促進に一役買ったと考えられる。  

 

2.6 成果 3 にかかる活動実績と成果 

2.6.1 成果 3 の概要：郡 WASH チームによるロープポンプ普及と衛生啓発 
成果 3 においては、南部諸民族州のパイロット地域におけるロープポンプ普及活動の実

践を通して、ロープポンプ普及にかかる一連の活動方法と手順を検証し、取りまとめるこ

とを狙いとした。  

普及活動においては、セルフサプライの理念に基づき、単なる揚水装置としてのロープ

ポンプの価値のみならず、ロープポンプ設置に伴う上部構造の建設による井戸改善とそれ

に伴う飲料水へのアクセス向上や時間効率の改善など、村落の生活面でのプラスの変化を

もたらす可能性に着目し、行政の既存の普及サービスなどを活用して、ロープポンプ需要

を創出する工夫を行った。  

また、オモ小規模金融機関と共に、ロープポンプの購入と井戸改善を資金的に支える小

規模金融スキームを確立し、その運用を通してロープポンプ普及を促進した。  

 
2.6.2 小規模金融 

セルフサプライによるロープポンプ技術普及のための環境整備の一環として、ロープポ

ンプを購入希望する農村住民がアクセスできる小規模金融スキームの整備と実施支援を行

った。小規模金融スキームは、南部諸民族州内で広いサービスネットワークを既に構築し

ているオモ小規模金融機関（OMFI）とプロジェクト、南部諸民族州水灌漑開発局の 3 者で

その内容を協議・検討し、2014 年 2 月に覚書による協力合意を行い、運用を開始した。プ

ロジェクト期間中にプロジェクト対象地で金融契約を行ったのは 204 世帯に上り、その返

済状況は 2016 年 5 月末時点で 25.2％～51.7％と、郡によってばらつきが見られる（表 2-8

参照）。  

同スキームは、農村住民が給水分野への投資を行う際に活用できる初めての小規模金融

で、同州水灌漑開発局が実施する大量のロープポンプ普及事業における金融スキームにつ

いても、本プロジェクトの方法が踏襲された。 
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ロープポンプ購入希望者が金融契約を行い、ロープポンプを設置し、返済を行う一連の

方法と手順は、OMFI ロープポンプ金融手順書（添付資料 11）に取りまとめられ、プロジ

ェクト対象地の OMFI 関係者、州内のセルフサプライ重点各郡へも配布されたほか、セル

フサプライフェアやファイナルセミナーでも周知・配布された。  

  

表 2-8: プロジェクト対象地のロープポンプ金融返済状況（2016 年 5 月 31 日現在） 

 
ダレ郡  ダモット郡  マスカン郡  イルガチャ

フェ郡  合計  

RP 設置台数  94 台  12 台  41 台  51 台  198 台  

融資契約世帯数  93*1 世帯  12 世帯  39 世帯  50*1 世帯  194 世帯  
返済期限を迎えた
世帯数  50 世帯  12 世帯  39 世帯  27 世帯  128 世帯  

返済期限を迎え  
返済を開始した  
世帯数  

39 世帯  12 世帯  21 世帯  16 世帯  88 世帯  

返済期限を迎えて
いないが返済を開
始した世帯数  

29 世帯  0 世帯  0 世帯  16 世帯  45 世帯  

返済開始世帯数  68 世帯  12 世帯  21 世帯  32 世帯  133 世帯  
融資総額（ETB）  421,166 53,065 123,409 222,753 820,393 
返済額（ETB）  8,780 3,350 12,134 28,576 52,840 
返済率*2 51.7% 25.2% 35.5% 64.8% ―  
*1 ダレ郡とイルガチャフェ郡はデモンストレーションを目的としてロープポンプを保健センターに設置

しているため、融資契約はしていない。  
*2 返済率はロープポンプ金融スキーム覚書に従って、4 か月の猶予期間後 2 年間で 4 回に分けて返済す

る返済計画に基づき、設置日から 2016 年 5 月 31 日の時点で返済するべき金額と実際に返済した金額

の割合を出した。  

 
2.6.3 郡 WASH チームによるロープポンプ普及・流通活動の実施支援 

プロジェクトでは、プロジェクト対象 4 郡におけるロープポンプ普及活動を通して、そ

の普及方法や手順を確立し、その内容は「ロープポンプ普及ハンドブック」として取りま

とめた。その主な特徴は以下の通り。  

 WASH チーム＋（プラス）（郡役所、水・保健・教育・金融セクターを含む、One WASH
国家計画に定められた WASH チームに、農業セクターを加えたグループ）による技

術普及活動の推奨  

 民間サービスプロバイダー（ロープポンプ製造業者、ビレッジ・テクニシャンによ

る技術サービス提供や、世帯用浄水器や浄水剤を販売する業者）との連携促進  

 ロープポンプユーザーによる維持管理、飲料水に関する衛生啓発、生計向上活動の

継続的普及活動の促進  

 

上記の普及方法や普及ツールは、県および郡レベルの行政官へのオリエンテーションや

各種研修、セルフサプライフェア等のイベントにおいて繰り返し紹介し、その周知と浸透

に努めた。  
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2.7 成果 4 にかかる活動実績と成果 

2.7.1 成果 4 の概要：ロープポンプ維持管理と多目的利用促進 
成果 4 では、ロープポンプ購入後の世帯に対して、ロープポンプ井戸の維持管理強化支

援を行った。また、生産活動や衛生改善に役立つ普及活動や啓発活動を行い、ロープポン

プを活用した水の衛生改善や生計向上につながる知見や技術の取りまとめを行った。  

 
2.7.2 プロジェクト対象地におけるロープポンプ設置と維持管理活動 

2016 年 6 月現在、プロジェクト対象地におけるロープポンプ設置状況は表 2-9 に示す通

りである。  

 

表 2-9: プロジェクト対象地におけるロープポンプ設置状況（2016 年 10 月 10 日現在） 

郡名  設置  
台数  

設置  
世帯数  行政村名  行政村ごと

の設置台数  
行政村ごとの
設置世帯数  備考  

ダレ郡  

95 台  94 世帯  
ベラチャレ  37 台  36 世帯  1 台保健センタ

ーに設置  
ベラタディチョ  37 台  37 世帯   
ガジャモ  21 台  21 世帯   

ダモット  
プラサ郡  12 台  12 世帯  

ヘレナコルケ  1 台  1 世帯   
トムトメメンタ  3 台  3 世帯   
ガメカベチョ  8 台  8 世帯   

マスカン
郡  44 台  40 世帯  イェタボン  44 台  40 世帯  

4 台の試験モデル

を 2014 モデルへ

変更（再設置）  
イルガチ
ャフェ郡  

59 台  58 世帯  

ドゥメルソ  13 台  13 世帯   

チト  19 台  18 世帯  1 台保健センタ
ーに設置  

チェルバ  27 台  27 世帯   
合計  210 台  204 世帯       
 

設置されたロープポンプは、上記 2.5.4 で述べた通り、3 段階（ユーザー、ビレッジ・テ

クニシャン、製造業者）のレベルで維持管理、修理等が行われることが期待されている。

井戸の問題で稼働していない箇所を除くと、2016 年 7 月時点の稼働率は 97.5％と、概して

この方法による維持管理活動は順調に行われていると判断できる。  

 
2.7.3 衛生啓発 

プロジェクトでは、ロープポンプ技術普及のための衛生啓発と、ロープポンプ購入後の

ユーザーに対する衛生啓発活動を担う人材育成支援を実施し、保健関係人材（郡保健事務

所職員、保健センター、保健所職員、保健プロモーター 2、保健普及員）による継続的な啓

発活動の実施を促した。主な研修は以下の通り。  

 

                                                   
2 保健普及活動のために、草の根レベルで配置される住民代表。保健普及員の指導の下で活動し、主に

住民への保健普及・啓発活動を行う。  
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表 2-10: 衛生関連研修実績 

研修名  対象者  
ウォーターセーフティープランと簡易

水質検査キット研修  
対象地域県および郡の保健及び教育事務所職員など  

セーフウォーターチェーン研修  プロジェクト対象 4 郡の保健関係職員、対象行政村の

保健普及員、WASH チームなど  
水質検査および井戸の塩素消毒 OJT 対象郡および選定されたセルフサプライ重点郡の水

および保健行政職員など  
ロープポンプ普及オリエンテーション

（衛生コンポーネント）  
対象郡および選定されたセルフサプライ重点郡の

水・保健・農業・アドミ・金融関係職員など  
 

上記の水質検査については、ロープポンプ設置前、設置後（雨期、乾期）の水質検査を、

州水灌漑開発局の水質専門家および青年海外協力隊員との協力の下、継続して実施した。 

上記に加え、ユーザーへの啓発活動の一環として、簡易水質検査シート（ペトリフィル

ム 3）を用いた衛生啓発活動、世帯用浄水処理方法（浄水剤、浄水フィルターなど）のデ

モンストレーションを行った。また、エチオピアで使用されている浄水処理の方法の比較

検討を行い、その結果を比較表に取りまとめ、カウンターパートなどと共有した（添付資

料 12）。  

更に、セルフサプライの拡大事業において、衛生啓発との連携は不可欠なものであり、

保健セクター行政機関の協力が非常に重要であることから、州保健局と水灌漑開発局の間

の協議をファシリテートした。両機関は、保健セクター側の協力と衛生啓発活動の強化に

ついて合意し、議事録に署名した（添付資料 13）。  

  
2.7.4 ロープポンプの多目的利用による生活改善の促進 

ロープポンプ技術普及のためのインセンティブとして、またロープポンプ購入・設置後

の生計向上の手段として、野菜栽培等による収入向上や営農指導による効果的な農業生産

促進の研修を実施した。 

ロープポンプ技術普及のための住民説明会においては、郡農業事務所職員や各行政村に

派遣されている農業普及員がロープポンプを活用した野菜栽培等の可能性を説明し、ロー

プポンプ技術導入を勧めた。また、ロープポンプを購入したユーザーを含む対象行政村住

民に対し、営農や栽培について研修等を行い、農業技術の向上による生計向上への努力を

促した。  

ロープポンプ設置後の野菜栽培など、ユーザーによるグッドプラクティスは、後述する

「ロープポンプ普及ハンドブック」で紹介した他、「グッドプラクティス集（添付資料 14）」

として取りまとめ、カウンターパート機関等と共有した。  

 

                                                   
3 3M ペトリフィルムは、3M 社食品衛生管理製品のひとつで、微生物分野や微生物培養などによく用い

られており、微生物の検出および測定を効果的に行うことができる。プロジェクトでは、3M ペトリ

フィルム培地 E-coli および大腸菌群数測定用 EC プレートを用いている。  
（https://en.wikipedia.org/wiki/Petrifilm、  

http://www.mmm.co.jp/microbiology/products/petrifilm/EC.html) 

https://en.wikipedia.org/wiki/Petrifilm
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2.8 成果 5 にかかる活動実績と成果 

2.8.1 成果 5 の概要：普及ツールの取りまとめと周知 
水灌漑電力省は、2014 年にセルフサプライ拡大プログラムマニュアルを策定し、セルフ

サプライにおける計画立案や普及の方法を取りまとめた。本プロジェクトで当初作成を予

定していた「ロープポンプ普及ガイドライン」は、このマニュアルと内容的に重複するも

のであり、想定していた目的は、上記のマニュアルが代替できると判断された。  

そのため成果 5 においては、普及ガイドラインに代わって、より実践レベルで役立つ「ロ

ープポンプ普及ハンドブック」を作成することになった。このハンドブックでは、プロジ

ェクト活動の経験から得られる知見や教訓を盛り込んだ。  

また、セルフサプライとロープポンプ技術普及のための各種イベント（セルフサプライ

フェアなど）を通して、プロジェクトの知見を周知し、セルフサプライとロープポンプ技

術の普及に努めた。  

 
2.8.2 ロープポンプ普及ハンドブックの作成 

本プロジェクトのロープポンプ普及活動を通して得た知見や教訓をとりまとめ、「ロー

プポンプ普及ハンドブック」を作成した。プロジェクトチームが分担して執筆したドラフ

トは、カウンターパートやセルフサプライ関係機関と繰り返し行われた話合いと推敲を経

てとりまとめられ、2016 年 9 月から 10 月にかけてアワサとアディスアベバでそれぞれ実

施した「ハンドブック検討ワークショップ」において、水・農業・金融の各レベル行政官、

セルフサプライや技術普及に携わる NGO、ロープポンプ製造業者などと共有・検討し、最

終化した。図 2-6 は、プロジェクト活動を通じて作成した文書やツールを階層別に示した

ものである。  

 
2.8.3 セルフサプライフェア（世界水の日）の実施支援 

2015 年および 2016 年の 3 月、世界水の日に因んだ「セルフサプライフェア」を開催し

た。本イベントは水灌漑電力省のセルフサプライ・タスクフォースと協働で実施したもの

で、特に 2016 年のイベントは、タスクフォースの主催でイベントが計画・運営されるよう

に促し、水灌漑電力省を含む関係者の当事者意識を醸成する工夫をした。  

セルフサプライに関して開催された一連のイベントは、以下の通り。 

 

表 2-11: セルフサプライフェア関連イベント概要 

開催年  活動内容  主な参加者  主催者  
2015 世界水の日（セルフサプライ）

展示会  
水セクター関係者多数、

一般  
水灌漑電力省  
 

セミナー「水と持続的開発」  
（2 日間のセミナーのうち、1
日はセルフサプライ・  
セミナー）  

セルフサプライ関係機

関（NGO、ドナー、プロ

ジェクト等）  
水灌漑電力省職員  
水関連研究者など  

水灌漑電力省  
セルフサプライ・グルー

プ（本プロジェクト、

IRC、 A4A、MWA など） 

ビジネス・マッチング  セルフサプライ技術に

関わる民間業者  
A4A 
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開催年  活動内容  主な参加者  主催者  
セルフサプライ・ビジネスカ

タログ作成  
 A4A、本プロジェクト  

2016 ロープポンプ関係者会議  水灌漑電力省、製造業

者、ビレッジ・テクニシ

ャン、NGO、セルフサプ

ライの活動実施中のパ

ートナー郡行政事務所

等（計 70 名程度）  

本プロジェクト  

世界水の日セレモニー  省からの招待者  水灌漑電力省  
ビジネススキル研修  TVETC 講 師 、 ビ レ ッ

ジ・テクニシャン、製造

業者（57 名）  

本プロジェクト  

セルフサプライ・セミナー  
（セミナーの位置プログラム

として：RP 普及功労者表彰） 

水灌漑電力省、州水灌漑

開発局代表、国際機関、

NGO、TVETC 校長およ

び講師、ビレッジ・テク

ニシャン、製造業者など

（計 140 名程度）  

セルフサプライ・タスク

フォース  
（本プロジェクト）  

世界水の日（セルフサプライ）

展示会  
省の招待者およびセル

フサプライ関連業者（45
企業および機関）  

水灌漑電力省  
セルフサプライ・タスク

フォース  
セルフサプライ・ビジネスカ

タログ作成  
展示会参加者および主

要なセルフサプライ関

連業者（RP、浄水フィル

ター、浄水剤、パーツ・

資材サプライヤー、  
その他）  

セルフサプライ・タスク

フォース  

IRC：国際水・衛生センター、A4A：アクア・フォー・オール、MWA：ミレニアム・ウォーター・アラ

イアンス いずれも国際 NGO 

 
これらのイベントは 2 年連続大盛況で、水セクターにおける「セルフサプライ」のプレ

ゼンスを高め、関係者の士気を高めることに貢献した。2016 年のイベントでは、水セクタ

ー以外の参加を積極的に促した。農業の世帯灌漑プログラム、エネルギー分野ではバイオ

ガス・プログラム、保健セクターのサニテーション・マーケティング関係者の参加を得る

ことができ、セクターを超える連携意識を高めることにも貢献した。 

 

2.8.4 プロジェクト成果の周知 
プロジェクト最終成果の発表の場として、2016 年 10 月 25 日と 28 日、アディスアベバ

とアワサでそれぞれ、ファイナルセミナーを開催した。  
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第3章 プロジェクト目標の達成度 

3.1 PDM 指標に対する成果達成状況 

PDM3.1 に基づくプロジェクトの成果達成状況を表 3-1 に取りまとめた。  

 

表 3-1: PDM 指標の達成状況（PDM3.1）（2016 年 9 月末現在） 

No. 指標  2016 年 9 月現在の達成状況  達成
度  

【上位目標】飲料水用ロープポンプ（以下 RP）が南部諸民族州で普及され、生活改
善をとおした給水衛生状況の改善の実践がなされる。  - 

1 水の衛生に関する改善方法を
知っている RP ユーザーが 80%
を超える  

- 
- 

2 生活が改善したと認識した RP
ユーザーが 80%を超える  

- - 

【プロジェクト目標】プロジェクト地域における給水衛生状況の改善と生活改善のた
めに飲料水用ロープポンプの普及促進がなされる  100% 

1 プロジェクトにおいて RP をセ
ルフサプライで設置した RP ユ
ーザー数が 200 となる  

プロジェクト対象地において 210 台の RP が
設置され、ユーザー世帯数は 204 となった。 100% 

2 水の衛生に関する改善方法を
知っている RP ユーザーが 90%
を超える  

エンドライン調査では、171 世帯中全世帯が
何らかの改善方法を知っていると回答。主な
内訳は「水場の掃除（100％）」「家畜を遠
ざける（99％）」「井戸の周りに柵（60％）」
など。また、HWTS の方法を知っていると回
答したのは 44％。  

100% 

3 生活が改善したと認識した RP
ユーザーが 90%を超える  

モニタリングでは、158 中 140 の回答者が、
ロープポンプにより生活が変化したと回答
（89％）。エンドライン調査では、RP 設置
に関して 93%が満足していると回答し、RP
の使用を通じた生活の改善の実感について
は、98.3%が改善したと回答した  

100% 

【成果】  
1．連邦レベルで飲料水用ロープポンプおよびその設置方法の仕様が規格化される。  100% 

1.1 RP 技術が品質と価格面で改良
され、2 つ以上の改良 RP モデ
ルが 2015 年末までに稼働して
いる  

2 種の改良 RP モデルが開発され、南部諸民
族州の製造業者への技術移転が行われた。改
良型モデル（2014 モデル）を普及モデルとし
て選定した後の製造、設置台数は 120 台。  

100% 

1.2 RP の最小標準仕様が関係者間
で合意される  

2015 年 7 月、関係者間で最小標準仕様が合意
された。  100% 

1.3 2016 年末までに RP の最小仕
様に関する申請書類が少なく
とも 1 件 ESA に申請される  

合意されたロープポンプの最小仕様は、2015
年 11 月、水灌漑電力省より ESA に提出され
た。2016 年 4 月、同申請書は ESA に承認さ
れた。  

100% 

2．飲料水用ロープポンプの製造・設置方法に関する品質管理のための戦略が策定さ
れる。  100% 

2.1 2016 年末までに RP の製造・設
置品質管理（  QC ）の文書が
作成される  

ロープポンプ製造・設置に関するチェックリ
ストがそれぞれ更新・作成された。同チェッ
クリストを使用して、TVET システム（COC）
を活用したロープポンプ製造・設置の技能検
定が実施された。QC 戦略文書が策定された。 

100% 
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No. 指標  2016 年 9 月現在の達成状況  達成
度  

2.2 2016 年末までに RP 資材供給
網の方法論が文書化される  

パーツ調達に関するワークショップが開催
され、地方でのパーツ調達について話し合い
が行われた。パーツショップのリストが作成
された。資材供給に関する文書を作成し、フ
ァイナルセミナーでカウンターパート等と
共有した。  

100% 

2.3 2016 年末までに世帯用 RP の
維持管理方法に関する文書が
作成される  

維持管理戦略が策定された。  
100% 

2.4 RP 製造・設置・維持管理に関
する講師育成研修を修了した
受講者数が 14 名を超える  

16 名の対象者（TVET 講師 12 名、民間セク
ター4 名）に対する講師研修（TOT）が実施
され、研修修了者はビレッジ・テクニシャン
に対する設置・維持管理研修の講師を務め
た。  

100% 

2.5 RP 製造研修を修了した受講者
数が 8 名を超える  

RP 製造業者の上級者向け研修が 6 名の対象
者（民間 RP 製造業者）に対して実施された。
また、初級者コースは 7 人の対象者に対して
実施された。10 名の製造業者が COC 試験に
合格。  

100% 

2.6 RP 設置・維持管理研修を修了
した受講者が 150 名を超える  

118 名のビレッジ・テクニシャン、33 名の州・
県・郡水行政職員、12 名の TVETC 講師、4
名の民間業者、13 名の製造業者が RP 設置維
持管理研修（技術研修）を受講した（合計 180 
名）。また、設置したすべての RP 井戸ユー
ザー（204 世帯）に維持管理研修を実施した。
合計 384 名。  
41 名のビレッジ・テクニシャン、16 名の州・
県・郡水事務所技術職員、11 名の TVET 講師
が COC 試験に合格。  

100% 

2.7 RP 製造業者・設置者のリスト
が作成される  

2015 年 2 月に整備され随時更新中。2016 年 3
月には A4A と協働でセルフサプライ・ビジ
ネスカタログを作成した。2016 年 10 月に再
度カタログ情報を更新。ファイナルセミナー
で配布。  

100% 

2.8 リストに記載のある RP 製造業
者・設置者の 80%以上が RP 資
材取扱い業者・小売業者との
連絡方法を認識している  

エンドライン調査では、リストに記載のある
製造業者の 88%が資材取扱業者・小売業者と
の連絡方法を認識している。  100% 

3．行政機関・関係機関による対象地域で飲料水用  ロープポンプの普及活動が強化さ
れる。  100% 

3.1 RP 購入のための小規模金融ス
キームが設立される  

OMFI がロープポンプ金融を設立。204 世帯
中 204 世帯が OMFI とのロープポンプ金融契
約を締結した。  

100% 

3.2 衛生啓発を含む RP 普及活動の
手法と手順が定義される  

RP 設置のための井戸選定基準と普及活動の
手法が検証され、郡レベル以下の行政職員や
普及員によって普及活動が実施されている。 

100% 

3.3 すべての郡 WASH チームが普
及活動に参加する  

WASH 年間計画の立案ワークショップ（2014
年 6 月、2015 年 6 月）では、ロープポンプ普
及手法や手順が、WASH チーム（州、県およ
び郡の水、農業、保健、教育の行政官および
小規模金融機関の職員）と共有された。また、
全ての対象地域で、ロープポンプ普及活動に
農業、保健、小規模金融の担当官および普及
員が参加した。  

100% 
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No. 指標  2016 年 9 月現在の達成状況  達成
度  

3.4 RP 普及ハンドブックが、成果
3 に関連する活動の経験・教訓
をもとに作成される  

2016 年 9 月～10 月にアワサおよびアディス
アベバで実施されたハンドブック検討ワー
クショップにおいて、最終化された。  

100% 

4．プロジェクト対象地域における衛生啓発を含む RP 使用の実践がビレッジ・テク
ニシャンおよび普及員により継続的に支援される  100% 

4.1 プロジェクトにより設置され
稼働している RP の割合が 90%
以上である  

エンドライン調査時点で、98％のロープポン
プが稼働中である（120 台中 117 台） 4。  100% 

4.2 RP ユーザーのうち保健普及員
から支援を受けたユーザーの
割合が 90%を超える  

上記 3.3 の活動では、2 年次のみで合計 3700
人の住民が参加した。  
エンドライン調査では、96.4%が水の衛生に
関する啓発を保健普及員から受けたと回答
した。  
グッドプラクティス集を取り纏め、関係者と
共有。  

100% 

4.3 RP ユーザーのうち農業普及員
から支援を受けたユーザーの
割合が 85%を超える  

保健普及と同様、上記 3.3 の活動では、2 年
次のみで 3700 人の住民が参加した。ユーザ
ー世帯を含む 199 名が農業研修に参加した。 
エンドライン調査では、94.5%が（保健、農
業、ビレッジ・テクニシャンも含む）普及員
からの生計改善に関する支援を受け、その情
報に満足したと回答した。  
なお、VT を含めた普及員（保健、農業、小
規模金融）からの情報提供に対する満足度は
5 点満点で 4.68 点であった。 5 
グッドプラクティス集を取り纏め、関係者と
共有。  

100% 

5．プロジェクトの知見が普及ツール類に取りまとめられ全国に周知される   100% 
5.1 プロジェクトの知見が普及ツ

ールとして取りまとめられ、
全国で認知される  

2015 年、2016 年 3 月にそれぞれ実施したセ
ルフサプライフェアでは、セルフサプライと
プロジェクト活動のプロモーションに大き
く貢献した。  
RP マニュアル、O&M シート、OMFI ブック
レット、水質検査シートなどハンドブックの
添付資料として取りまとめ、ファイナルセミ
ナーで配布した。  
2016 年 10 月、アワサおよびアディスアベバ
でファイナルセミナーを開催し、プロジェク
ト成果の周知を行った。  

100% 

 

                                                   
4 調査した 171 か所の井戸の内、井戸の問題（井戸の崩壊、水位の低下など）で稼働していない井戸 51
か所を除いて稼働率を計算。稼働しているロープポンプ 117 台／稼働している井戸 120 基＝97.5％。2016
年の乾期には、厳しい干ばつのため、井戸が枯れたり水位が低下した井戸が多数（49 か所）あった。

ポンプの問題で稼働していない井戸は 3 か所のみであった。  
5 設問「Did you get useful information to improve your livelihood through Village mechanics, HEW, DA, MF 

agents?」に対し、「とても満足」=5 点、「十分」=4 点、「情報を受け取った」=3 点、「満足してい

ない」=2 点、「まったく満足していない」=1 点で回答を点数化し、全回答の平均値を求めた。設問の

主旨は、普及活動で得られる情報の受け手として普及員からの情報提供に関する満足度を測ることで

あり、ロープポンプ普及活動は複数のセクターの行政官や普及員が集まって行うことが多いため、セ

クター別としない設問とした。  
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3.2 中間レビュー調査結果概要とプロジェクトの対応 

2015 年 2 月に実施された中間レビューでは、以下の 7 点がプロジェクトに提言された。

その内容とプロジェクトの対応を、以下の通り表 3-2 に整理した。  

 

表 3-2: 中間レビューの提言に対するプロジェクトの対応 

提言  プロジェクトの対応  
南部諸民族州水灌漑開
発局によるロープポン
プ大量調達への支援  

・ ロープポンプの調達に関する技術的助言を継続  
・ プロジェクト対象外の 4 郡を対象に、プロジェクトで育成

した職業訓練校（TVETC）の講師を活用し、郡技術職員と
ビレッジ・テクニシャン対象のロープポンプ設置・維持管
理研修を実施（第 2 年次、実施済）  

・ 対象外 4 郡の水・保健・農業事務所の技術者を対象とした
ロープポンプの普及のオリエンテーションおよびオモ小
規模金融機関（OMFI）職員を対象とした小規模金融スキ
ームに関する説明会を実施（第 2 年次、実施済）  

・ 州内のセルフサプライ重点郡 36 郡（14 県 4 特別郡）を対
象としたロープポンプ普及オリエンテーションを実施（第
3 年次、実施済）  

・ 上記 36 郡を対象としたロープポンプ設置・維持管理導入
研修を実施（第 3 年次、実施済）  

・ 上記 36 郡の内、6 郡（3 県）を対象としたフルスケールの
設置・維持管理研修を実施（第 3 年次、実施済）  

・ 上記 6 郡のモニタリングを実施（第 3 年次、実施済）  
・ プロジェクトのこれまでの経験・知見を取りまとめた普及

ハンドブックを作成、共有（第 3 年次、実施済）  
ロープポンプ井戸の水
質への配慮  

・ 家庭浄水処理の普及や啓発活動などの衛生行動の改善に
向けた取り組みを継続（第 2～3 年次、実施済）  

・ ロープポンプ設置前の井戸選定段階での硝酸、亜硝酸検査
を実施（第 2 年次より実施）  

・ プロジェクト対象外 4 郡（設置研修と同じ郡）の水・保健
職員を対象に、水質検査の職場研修（OJT）を実施（第 2
年次、実施済）  

・ 州内のセルフサプライ重点郡 36 郡（14 県 4 特別郡）を対
象としたロープポンプ普及オリエンテーションにおいて、
衛生研修を実施（第 3 年次、実施済）  

ロープポンプ普及に伴
う衛生教育活動の方法
検討  

・ ロープポンプの普及に即した形に衛生啓発活動の手順や
実演方法を整理し、普及ツールとして取りまとめる（第 3
年次、実施済）  

・ 上記のツールの内、水質検査、井戸の塩素消毒に関するツ
ールを作成（第 3 年次、実施済み）  

・ 州水灌漑開発局と州保健局が衛生啓発にかかる会議議事
録に署名（第 3 年次、実施済）  

ロープポンプを活用し
た小規模農業の改善（優
良事例の取りまとめ）  

・ 優良事例の収集、取りまとめ（第 3 年次、実施済）。  

維持管理手法の早期取
りまとめと共有  

・ 維持管理手法の取りまとめを行い、育成人材や行政の役割
を含むロープポンプ維持管理戦略文書を作成し、関係者と
共有（第 3 年次、実施済）。  

・ ツールとして、維持管理シートを作成、配布（第 3 年次、
実施済）。  

関連機関間の調整  ・ 他機関によるロープポンプ普及活動において、補助金の有
無など普及方法の違いから、住民側の混乱を生まないよ
う、行政機関、開発パートナー間の調整が重要である。エ
チオピア側への提言であるため、カウンターパートへの調
整の働きかけ（継続）  
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提言  プロジェクトの対応  
・ 引き続き他の開発機関によるセルフサプライ普及などの

活動に関する情報を収集し、カウンターパートと共有（継
続）  

PDM の修正  ・ PDM 改訂に際し、カウンターパート、JICA 本部、エチオ
ピア事務所との協議プロセスへの協力（第 2 年次、実施済） 

 

3.3 終了時評価調査結果概要とプロジェクトの対応 

2016 年 6 月 13 日から 7 月 1 日、日本からの団員 3 名、エチオピア側の団員 2 名からな

る合同評価調査団により、終了時評価調査が行われた。結果概要は以下の通り。  

 
3.3.1 5 項目評価結果概要 

5 項目評価の結果概要は下表の通り。  

 

表 3-3: 5 項目評価結果概要 

評価 5 項目  評価結果  評価理由  
妥当性  高い  エチオピアおよび JICA の政策・方針に合致  
有効性  高い  PDM 上のほぼ全ての指標が満たされている  
効率性  高い  日本側、エチオピア側の投入は計画通り行われた  
インパクト  比較的高い  州水灌漑開発局によるロープポンプ設置が計画されている県や

郡において、上位目標が 3 年以内に達成される可能性がある程度
見込まれる  
TVETC の自発的な活動によるロープポンプ研修が実施されてい
る。一部のビレッジ・テクニシャンが起業化の手続き中。  

持続性  中程度  政策面：政策面での持続可能性は高い。品質管理における国家標
準や COC 試験など制度面でのアドバンテージがある一方、市場
の未成熟などの不安要素がある。  
組織・財政面：RP 普及活動、品質管理、製造・設置・維持管理
面において、組織・財政面の大きな課題は無い。  
技術面：技術面での持続性について、TVET の活用、COC 試験制
度、品質管理戦略などがプラス要因である。  
その他：多くのユーザー世帯は水処理を行わずに飲用しているた
め、衛生啓発の強化が必要。  

 
3.3.2 提言 

終了時評価調査からの提言は、以下の通り、プロジェクトの期間中の提言とプロジェク

ト終了後の提言がある。以下、終了時評価結果概要から抜粋する。  

(1) プロジェクト期間中の提言 

1) RP のスペアパーツを扱う零細業者への政策的補助の検討 

水灌漑電力省及び州水灌漑開発局は、RP 製造業者協会や商業局などと協議し、零細業者

に対する支援策を検討する必要がある。  
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2) セルフサプライ・ガイドラインの遵守 

州水灌漑開発局は、住民負担でロープポンプを普及することを規定した OMFI との覚書 

及びセルフサプライ・ガイドラインを遵守するとともに、補助金付き配布は大規模な干ば

つへの一時的な対応であり、原則として各世帯が 100%負担した上でロープポンプの購入

を促進する姿勢を変更していないことを明確にし、関係機関に対して発信し、住民間の混

乱を避ける必要がある。 

 

(2) プロジェクト終了後の提言 

1) プロジェクトの成果の活用 

本プロジェクトでは、セルフサプライによるロープポンプ普及のための基盤が構築され

た。特に、ロープポンプ最少仕様の基準の承認、小規模金融を通じた普及促進、TVETC を

活用した技術研修の実践や知見のマニュアル化、COC によるロープポンプ技術者の技術レ

ベルの検査、ビレッジ・テクニシャンの育成は、持続的なロープポンプの普及にあたり欠

かすことができない。水灌漑電力省、州水灌漑開発局、その他ドナー等を含む関連機関は、

これらのシステムや方法論などを活用し、セルフサプライの実施促進や、南部州における

ロープポンプの普及展開を図ることが求められる。  

2) ロープポンプの最少仕様の適用促進 

ロープポンプの最少仕様が国家基準として承認されたものの、関係機関に対して本基準

に基づくロープポンプ調達促進を行うためには、戦略的に関係機関に働きかける必要があ

る。そのため、水灌漑電力省は及び州水灌漑開発局は、セルフサプライ・タスクフォース

と協議し、最少仕様の適用促進に関する戦略を検討する必要がある。 

3) ロープポンプの設置・維持管理に必要な人材育成の拡大 

県、及び郡水事務所と連携し、質を担保したロープポンプの設置・維持管理をプロジェ

クト対象外にも展開するために、州水灌漑開発局は、TVETC や COC を取得した郡水事務

所の職員等を活用し、郡水事務所の技術職員やビレッジ・テクニシャン等の人材育成をプ

ロジェクト対象外にも拡げる必要がある。また、州政府は県、郡、村などの各レベルでロ

ープポンプ普及活動を継続するための予算を確保していくことが求められる。  

4) 郡水事務所と保健普及員による、衛生啓発活動の継続 

浄水処理の重要性が浸透しているとは言い難いため、郡水事務所及び保健普及員により、

今後も家庭用浄水処理の方法や衛生教育をコミュニティレベルで継続することが望ましい。 

5) 農業局との連携 

ロープポンプから取水した水は、飲料水と農業用水の双方に活用されることが求められ

るが、農業用に限定して整備されたロープポンプは、飲料用の規格を満たしていない場合

が多い。州水灌漑開発局は、農業局に対して必要な技術的助言や情報を提供し、農業局が
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設置するロープポンプが飲料用としても基準を満たすためのサポートを行うことが望まし

い。  

 

3.3.3 教訓 

以下は、終了時評価調査で得られた教訓である（終了時評価結果概要より抜粋）。  

(1) TVETC を活用した人材育成 

ロープポンプの製造・設置・維持管理について、TOT による TVETC 教員の育成を通じ

て、民間のロープポンプ製造業者がプロジェクト対象サイトで育成された。加えて、TVETC

教員と郡水事務所の技術職員が設置・維持管理技術をビレッジ・テクニシャンに対してカ

スケード式に技術移転したことで、技術が広域に伝播した。また、TVETC 教員の能力強化

に加え、COC に基づく試験を整備したことも、継続的な人材育成を行う仕組みを構築した

と言える。このように、既存の TVETC を活用しつつ、地場の技術者や産業を育成するこ

とでプロジェクトの持続性を確保する方法は、ロープポンプに限らず他の普及展開プロジ

ェクトにも活用可能なものである。特に、技術者の育成等を通じての普及展開を図るプロ

ジェクトにおいては、計画段階から TVETC の活用を視野に入れたアプローチの検討が、

有効であると考えられる。  

 

(2) 小規模金融機関との連携を通じた普及展開 

上述のビレッジ・テクニシャンの育成に加え、小規模金融のスキームを用いて普及活動

を行うことで、従来と比較し住民側の維持管理意識を高めつつロープポンプを普及するこ

とができている。このように、受益者である住民側のオーナーシップを高めることで持続

性を高めるアプローチは、他の普及展開プロジェクトでも参考にし、プロジェクトの計画

段階から検討を行うことが、効果的であると考えらえる。  
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3.3.4 終了時評価の提言へのプロジェクトの対応 

終了時評価調査終了後、プロジェクトが行った上記 3.3.2 の提言に対する対応について

表 3-4 に取りまとめた。 

 

表 3-4: 終了時評価の提言に対するプロジェクトの対応 

プロジェクト期間中の提言  
提言  プロジェクトの対応  

ロープポンプ
のスペアパー
ツを扱う零細
業者への政策
的補助の検討  
 

・ セルフサプライ・タスクフォース会議において、ロープポンプ製造業者や
設置業者らのパーツ・資材調達を支援する行政措置について、問題提起。
同様の課題意識をタスクフォースのメンバーも抱えていること、行政措置
の必要性を確認。本課題についてタスクフォースとして協議、検討を継続
することで合意  

・ セルフサプライ・タスクフォースが水灌漑電力省の高級管理職に対して、
セルフサプライの重要性を訴える「ブリーフィングノート」にパーツ・資
材調達に関する行政の介入検討を提言する旨、提案  

・ パーツ調達に関する提案のアイデアを文書に取りまとめ、カウンターパー
ト、セルフサプライ・タスクフォースと共有。11 月 8 日にプロジェクト
とタスクフォース間の協議の結果、水灌漑電力省（特にセルフサプライ・
タスクフォース）にて提案内容の検討が進められることとなった。  

セルフサプラ
イ・ガイドライ
ンの遵守  

・ ハンドブック作成ワークショップやファイナルセミナーにおいて、州水灌
漑開発局へポリシーガイドライン遵守について再確認  

・ セルフサプライ・タスクフォースの会議などにおいて、南部諸民族州の状
況を共有し、省からの働きかけを促進  

・ アディスアベバの最終セミナーにおいて、省側が発表したロールアウト戦
略*に、セルフサプライ・ポリシーガイドラインの遵守について言及  

・ アワサの最終セミナーにおいて、南部諸民族州水灌漑開発局がセルフサプ
ライ・ガイドラインの遵守を約束（10,000 台の普及は、プロモーション目
的で例外的に少数世帯グループへの補助金付き配布を行うが、それ以降は
国のガイドラインを遵守すると明言）  

・ 上記ロールアウト戦略にて、水灌漑電力省（特にセルフサプライ・タスク
フォース）による各州のモニタリングや教訓の抽出を行うことにも言及  

プロジェクト終了後の提言  
提言  プロジェクトの対応  

プロジェクト
の成果の活用  

・ MWA の計画ワークショップでのプロジェクト成果品活用への呼びかけ  
・ A4A、IRC などセルフサプライ普及実施機関との面談などを通して、プロ

ジェクト成果の活用と継続提案  
・ アディスアベバの最終セミナーにおいて、省側のロールアウト戦略*にて、

本プロジェクトで作成したマニュアル、ハンドブックやツール類の活用、
人材育成活動の拡大などについて言及。セミナー参加者からは省側が責任
を持ってプロジェクト成果を活用することについて支持する声が多数。省
はセルフサプライ・タスクフォースを中心にフォローアップを行うことを
明言。  

・ プロジェクトは、各州へ配布する、マニュアル、ハンドブック並びにツー
ル類を水灌漑電力省へ供与。同省は各州への配布手配中  

ロープポンプ
の最小仕様の
適用促進  

・ プロジェクトで作成した「ロープポンプ品質管理戦略」に最小仕様適用に
ついて明記し、ツールとして標準文書を添付  

・ 同戦略文書は、アディスアベバ及びアワサでの最終セミナーで参加者に配
布された他、セルフサプライ重点州（ティグライ、アムハラ、オロミア、
南部諸民族、ベニシャングル・グムズ各州）の水灌漑開発局へ水灌漑電力
省が配布する予定  
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ロープポンプ
の設置・維持管
理に必要な人
材育成の拡大  

・ プロジェクトがカファ県で実施したロープポンプ設置・維持管理研修に、
MWA グループのカウンターパート（TVETC 講師）2 名が参加。COC 試
験も受験し、合格  

・ IRC が計画しているオロミア州でのロープポンプ講師育成の計画で、南部
諸民族州の TVETC 講師を活用したい由、申し入れがあり、プロジェクト
を通じて IRC に適切な人材を紹介した  

・ アディスアベバの最終セミナーにて発表されたロールアウト戦略*に人材
育成の拡大について言及  

・ プロジェクトが実施した TOT レビューにて提出された各 TVETC の活動計
画には、TVETC アワサ、ワライタソド、アルバミンチ、ウォルキテ、ホ
サナ、ボンガ各校においてロープポンプ研修計画ありとの記載あり  

郡水事務所と
保健普及員に
よる、衛生啓発
活動の継続  

・ プロジェクトが作成した「ロープポンプ普及ハンドブック」に、衛生啓発
活動の重要性、必要な技術等を紹介  

・ 最終セミナーにおいて発表されたロープポンプ普及のロールアウト戦略
に衛生啓発活動の継続について言及  

・ 最終 JCC 会議において、水灌漑電力省給水衛生局長が、保健普及員等に
よる衛生啓発の重要性について言及  

農業局との連
携  

・ プロジェクトが作成した「ロープポンプ普及ハンドブック」に、水の多目
的利用と小規模灌漑について言及  

・ 最終セミナーにて発表されたロールアウト戦略に、農業セクターとの連携
促進について言及。南部諸民族州水灌漑開発局代表は、農業セクターとロ
ープポンプ普及の方法（補助金の有無など）を統一することについて、両
局が合意していることを強調。  

*添付資料 15 参照  

 

3.4 上位目標達成見込み 

上位目標：  
飲料水用ロープポンプが南部諸民族州で普及され、生活改善をとおした給水衛生状況の改善の

実践がなされる。  
指標：  
1) 水の衛生に関する改善方法を知っているロープポンプユーザーが 80%を超える  
2) 生活が改善したと認識したロープポンプユーザーが 80%を超える  

 
 
3.4.1 南部諸民族州におけるロープポンプ技術普及の可能性 

上位目標の達成に向けて、指標では測らないが指標に寄与する重要な要素と考えられる

ロープポンプ技術普及の可能性について、内部要因と外部要因を以下に整理した。  

 

表 3-5: 南部諸民族州におけるロープポンプ普及に関する内部要因と外部要因 

内部要因（強み）  内部要因（弱み）  

・ 州水灌漑開発局のコミットメント  
・ 州内各地に配布された 10,000 台のロー

プポンプ  
・ 訓練を受けた製造業者、ビレッジ・テク

ニシャン、郡職員の存在  
・ TVETC6 校で技術研修が実施可能  
・ OMFI のロープポンプ金融スキーム  
・ 本プロジェクトで作成したマニュアル、

ハンドブック、ツール類  

・ 州水灌漑開発局の人的体制が脆弱  
・ 州・県・郡の予算措置が不十分  
・ 県・郡水事務所の関心と理解不足  
・ 訓練を受けた人材の活用が不十分  
・ 訓練を受けた人材の不足  
・ 横の連携が弱い（TVET、保健、  

農業など）  
・ 補助金導入など一貫しない普及方針  
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外部要因（機会）  外部要因（脅威）  

・ 国のセルフサプライ政策  
・ セルフサプライ・タスクフォースの南部

諸民族州の活動に関する高い関心  
・ セルフサプライ・タスクフォースメンバ

ーの支援の可能性（未定）  
・ 青年海外協力隊派遣の可能性  
・ プロジェクト対象地のユーザーの技術

に対する信頼とポジティブな評価  

・ 他機関によるロープポンプの無償配
布などによる住民の混乱とセルフサ
プライへの関心不足  

 

 
3.4.2 ロープポンプを活用した生活改善、衛生改善の可能性 

上位目標（生活・衛生改善）の達成に向けて、内部要因と外部要因を以下に整理した。

生活改善、衛生改善に関する指標には、設置したロープポンプの稼働・非稼働という要素

が大きく貢献すると考えられることから、指標の測り方（満足度を測る母数はロープポン

プを設置した全ての世帯か、稼働しているポンプの所有世帯か）や測る時期（雨期か乾期

か、干ばつのあった年か豊作の年か）などによって変動が大きいため、目標の達成度を予

測するのは極めて困難である。事後評価調査では、調査期間のみの定点観測で情報を取る

のではなく、上記の要素（ロープポンプの稼働・非稼働、季節性、平均値に対するその年

の降雨量や農業出来高等）を考慮した情報収集を行う必要がある。例えば、「生活が改善し

たか」というロープポンプユーザーの認識を調査する場合、当該者の井戸が使える状態で

あるか（ロープポンプポンプの稼働非稼働とは別 6）、ロープポンプの問題の有無、また、

調査を実施する直近の農作期の収量が自然災害や少雨等によって深刻な影響を受けていな

いかなど、周辺情報も合わせて収集し、分析することを提案する。  

 

表 3-6: 上位目標（生活・衛生改善）達成のための内部要因と外部要因 

内部要因（強み）  内部要因（弱み）  
・ 州水灌漑開発局と保健局の衛生啓発に

関する協力合意  
・ 各行政村に配置されている普及員（保

健、農業）の存在  
・ 既存のユーザーの良い実践例  
・ 世帯用浄水剤やフィルターなど安価な

水処理製品の存在と民間業者の働き  

・ 県・郡水事務所の関心と理解不足  
・ 普及員の関心と理解不足  
・ 水の衛生に関する住民の関心不足  
・ 何らかの理由で稼働しないロープポン

プがあった場合の技術への不審やユー
ザーの不満  

外部要因（機会）  外部要因（脅威）  
・ 国のセルフサプライ政策  
・ セルフサプライ・タスクフォースの南

部諸民族州の活動に関する高い関心  
・ セルフサプライ・タスクフォースメン

バーの支援の可能性（未定）  
・ 青年海外協力隊派遣の可能性  

・ 干ばつや自然災害などにより、ロープ
ポンプユーザーの生活が一時的に困窮
する可能性  

 

                                                   
6 ロープポンプは多くの場合浅井戸に設置するため、乾期の水位の低下の影響を受けやすい。手掘りの

浅井戸を活用している住民は、水位の低下が起こった時に掘り増しをして対応するのが通常である。

プロジェクトでは、ロープポンプ設置前の乾期に水位計測を含む井戸の技術審査を行っているが、プ

ロジェクト期間中 3 年連続で雨量不足だった地域では、ポンプ設置後、多くの井戸で乾期に掘り増し

が必要となった。井戸の問題はあっても、ロープポンプ自体に問題がないことが多いため、事後評価

時には注意が必要である。  
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3.4.3 上位目標達成のための戦略 

SWOT クロス分析（TOWS 分析）の手法を用いて、上記 3.4.1、3.4.2 で列記した内部要

因および外部要因から、上位目標達成のための戦略を検討した。結果は表 3-7 の通り。  

 

表 3-7: 上位目標達成のための戦略（TOWS 分析） 

 
 
 

外部要因（機会）  
 
表 3-5、3-6 に列記した機会  

外部要因（脅威）  
 
表 3-5、3-6 に列記した脅威  

内 部 要 因
（強み）  
 
表 3-5 、  
3-6 に列記
した強み  

Maxi-Maxi 戦略  
・ 本プロジェクトで作成した文書や  

ツールの活用  
・ ESA 標準の遵守  
・ TVETC を活用した人材育成の拡大  
・ COC 試験の採用と検定合格者の活用

促進  
・ ロープポンプ金融の拡大  
・ 保健人材による衛生啓発と世帯での

水処理啓発強化  

Maxi-Mini 戦略  
・ 農業・保健を含む他セクターとの連

携強化  
・ コミュニティの意識向上   

内 部 要 因
（弱み）  
 
表 3-5 、  
3-6 に列記
した弱み  

Mini-Maxi Strategy 
・ 郡 WASH チームによるプロモーショ

ン活動の強化  
・ 民間サービス業者の開発と強化  
・ SSTF への支援要請  
・ 青年海外協力隊支援を活用したロー

プポンプ普及と衛生 /世帯での水処理
啓発の強化  

Mini-Mini Strategy 
・ セルフサプライ事業（南部諸民族州

の大量ロープポンプ普及事業）のモ
ニタリングと教訓抽出  

 

Maxi-Maxi 戦略：強みを活かして機会を勝ち取るための方策  
Maxi-Mini 戦略：強みを活かして脅威を縮小するための方策  
Mini-Maxi 戦略：機会を活用して弱みを克服するための方策  
Mini-Mini 戦略：弱みと脅威を低減するための方策  

 
上表で導き出された戦略の中から、最も重要と思われる点を第 4 章の提言で説明する。 
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第4章 上位目標達成に向けての提言 

4.1 上位目標達成に向けた終了時評価の提言 

第 3 章で述べた通り、2016 年 6 月に実施された終了時評価調査で、上位目標達成のため

に以下の提言が成された。詳細は上記 3.3.2項を参照のこと。尚、上記 3.4.3項で行った TOWS

分析においても、以下の提言と同様の戦略が導き出されている。  

1) プロジェクトの成果の活用：ロープポンプ最小仕様の適用、小規模金融を通じた

普及促進、TVETC を活用した技術研修、COC によるロープポンプ技術者の技能

検定と認定人材の活用、ビレッジ・テクニシャンの育成等 
2) ロープポンプの最小仕様の適用促進：水灌漑電力省及び州水灌漑開発局による最

小仕様の適用促進に関する戦略検討 
3) ロープポンプの設置・維持管理に必要な人材育成の拡大：プロジェクト対象地以

外へのビレッジ・テクニシャン育成拡大、ロープポンプ普及活動のための州政府

の予算確保 
4) 郡水事務所と保健普及員による、衛生啓発活動の継続：郡水事務所及び保健普及

員によるコミュニティレベルでの世帯浄水処理・保存指導や衛生教育の継続 
5) 農業局との連携：農業局が計画する予定のロープポンプ普及計画のために有用な

技術情報の提供 
 

4.2 プロジェクトの経験に基づくその他の提言 

上記 3.4.3 項で説明した TOWS 分析による上位目標達成への戦略には、内的な強みと外

的な機会を活用する一方、内的な弱みと外的な脅威を克服するための方策が含まれている。

本項では、その方策の中から、4.1 で述べた終了時評価ミッションからの提言に含まれて

いないが、重要と考えられる事項を以下の通り抽出した。  

 

4.2.1 セルフサプライ普及促進にかかる方向性：民間活用とプロモーション活動 

本プロジェクトは南部諸民族州水灌漑開発局のロープポンプ大量調達・普及事業の一部

の活動を支援することとなり、ロープポンプ普及技術、設置・維持管理技術などの技術移

転を州内の県・郡行政官やビレッジ・テクニシャンを対象に行った。しかしながら、本プ

ロジェクトが直接技術指導を行った地域では一定の成果が上がったものの、同局が普及活

動した地域では芳しい成果が上がらなかった。その原因としてプロジェクト対象外の地域

では、郡水事務所を中心とする行政機関が、従来型の供給主導型の給水事業を行ったこと

が挙げられる。一方、ロープポンプ普及は、セルフサプライの考えの下従来型の供給主導

型とは異なり、需要喚起や市場への働きかけを含む別のアプローチが必要である。  

セルフサプライの考え方では、地域の個人世帯が主に自宅の給水施設を改善するための

自己投資を決意することが必要であり、従来のトップダウン方式の行政指導では、必ずし
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も世帯の自己投資を促すことはできない。行政機関が行ったロープポンプ普及活動の進捗

が芳しくないのは、このトップダウン型の考え方が一つの大きな要因と考えられる。また、

行政主導で行うセルフサプライ普及には、以下のような構造的な課題があると考える。  

 
・ 水灌漑開発局および県・郡水事務所のセルフサプライ普及にかかる計画・

管理能力の不足  

・ 供給主導型の目標設定と行政指導（一定期間内での数値目標達成を重視、

プロモーション活動の軽視、再委託による給水施設・改善しか経験がない） 
・ 郡水事務所の脆弱な実施体制とプロモーション活動能力の不足（人材不足、

予算不足）  

・ 設置技術者（ビレッジ・テクニシャン）の不足 

 
プロジェクトは、先行の JICA 事業などからの教訓を活かし、水行政の普及活動だけに

依存するのではなく、ロープポンプユーザー、民間業者、行政機関などの連携を重視しな

がら、包括的なアプローチでセルフサプライとロープポンプの普及に努めた。この方策は

好を奏し、プロジェクト対象地ではビレッジ・テクニシャンやロープポンプのユーザー世

帯が情報を媒介し、近隣住民にロープポンプのメリットが伝わるなど、技術普及の広がり

が見られた。  

以上のことから、行政側が意図する加速的なセルフサプライ拡大を図るためには、村落

レベルでの需要を創出することが肝要であり、ロープポンプなどの製品販売促進を含む技

術プロモーション活動の継続的実施が必要である。また、それを担う民間人材の育成と活

性化が重要な点と考えられる。民間の人材や企業が地方レベルで活躍するためには、何ら

かの動機づけがなければ経済的なメリットはないため、動機づけのための仕組みづくりを

行政が担う必要がある。 

 
4.2.2 継続的なプロモーション活動 

上述の通り、継続的なプロモーション活動は、セルフサプライ及びロープポンプ普及の

重要なカギとなる。プロジェクトは、「ロープポンプ普及ハンドブック」を取り纏め、経験

に基づく普及方法や手順を紹介している。このハンドブックは、プロジェクトが開催した

最終セミナーなどのイベントでカウンターパート機関やセルフサプライ関係機関に配布さ

れた。また、各種普及ツールも様々な研修やワークショップなどで関係者に配布された。

今後も、これらの文書やツールが水灌漑電力省や南部諸民族州水灌漑開発局によって配

布・周知され、広く関係者に活用されることが望ましい。  

また、2015 年、2016 年に実施されたセルフサプライフェアのようなイベントは、民間

業者（ロープポンプ製造業者、ビレッジ・テクニシャン）や行政機関、開発パートナーな

どが出会い、交換する理想的な機会であり、継続が望まれる。また、このような機会を地

方都市などでも実施することにより、機会に恵まれない地方の民間業者などに出会いやビ

ジネス機会の発見に貢献する可能性が高まると考える。  
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4.2.3 民間業者活性化 

上述の通り、行政側の主導によるセルフサプライ／ロープポンプ普及促進には限界があ

り、民間業者の働きは更なる活性化が必要な分野であると考える。南部諸民族州における

ロープポンプ技術普及に関し、ロープポンプ製造業者やビレッジ・テクニシャン（ロープ

ポンプ設置業者）は本プロジェクトが実施した研修を通して、技能検定（COC）の資格授

与、品質管理の技術と知識を得て、今後の活躍が期待される。さらに、本プロジェクトの

派生的な成果として、技能検定試験に合格した製造業者が「ロープポンプ製造業者組合」

を設立したり、ワライタソドやアワサの製造業者は、ロープポンプパーツを含むパーツ販

売店を設立している。  

ロープポンプ供給においては、民間のロープポンプ製造業者（多くの場合地方の鉄工所

など）の活躍が期待されるが、いくつかの課題が残る。例えば、南部諸民族州水灌漑開発

局が実施したロープポンプの大量調達・普及事業では、入札による調達が行われた。大量

発注は、仕様の統一した製品が調達できること、粗悪品を除外できることや一台当たりの

単価を下げることなど正のインパクトがある。一方、現在の入札形態では、必ずしも良い

製品が正しく設置できるとは限らないことや地方の小規模製造業者が入札に参加できない

負のインパクトがある。本プロジェクトは、セルフサプライ政策に準じ、比較的小規模な

地方のロープポンプ製造業者への研修や支援を行った。小規模、零細業者が今後もロープ

ポンプ製造を持続していくためには、上記のような大量調達においても何らかの形で参加

できるような配慮が必要である。また、ロープポンプ製造に必要な資材やパーツへのアク

セス改善、農村地域での需要喚起・拡大など、ロープポンプ製造が魅力的なビジネス機会

として成長していくことが望ましい。  

他方、ロープポンプの設置・維持管理の技術を有するビレッジ・テクニシャンは、農村

部に居住しているという利点を活かし、地元のロープポンプ所有者への有料の技術サービ

ス提供、ロープポンプ技術の普及促進、ロープポンプ製造業者と住民の橋渡し役など、多

面的なサービス提供が可能である。本プロジェクトの活動を通して技能認定されたテクニ

シャンのうち、イルガチャフェ郡のビレッジ・テクニシャングループが会社を起業し、入

札への参加などの機会を拡大しようと努力している。これらの民間人材が継続してサービ

ス提供を行うためには、製造業者の場合と同様、地方農村でのロープポンプ需要の創出・

拡大が一つの大きな課題である。  

このように、民間業者のビジネス経営の持続拡大と、ロープポンプの需要創出・拡大は

相互に依存し合う要素であり、ロープポンプ普及拡大に欠かせない重要な要素である。行

政機関は、民間業者の健全で持続的な経営を政策・制度面などから支援し、また、関係行

政機関や民間業者、支援機関などが行う需要喚起のためのプロモーション活動をファシリ

テートする役割を担うことが望ましい。  

 
4.2.4 南部諸民族州におけるロープポンプ普及事業のモニタリングと教訓の抽出 

南部諸民族州では、2006 エチオピア予算年度（2013/2014 年）からロープポンプの大量

調達と普及事業が開始されたが、本事業において県及び郡水事務所に配布されたロープポ
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ンプとパイプ等の資材の多くは、住民の手に届いておらず、各地での普及活動、設置工事

の加速化が求められている。  

同局では普及加速化を進める方策として、2～3 世帯以上の世帯グループに対する補助金

付きのロープポンプ配布（ロープポンプを無償配布、設置代をユーザーが支払う）を開始

したが、小規模金融スキームのデザイン上、2～3 世帯のグループへの無償配布ができない

設定となっている。スキームのデザイン変更手続きが早急に行われることが求められてい

る。一方、セルフサプライ普及に携わる NGO などの経験から、補助金付き普及はセルフ

サプライ普及に混乱を生む可能性があることが指摘されているため、2～3 世帯の世帯グル

ープに対する補助金付き技術普及は、技術普及の方法として適切であるか、その効果や問

題点を検証し、その後のセルフサプライ/ロープポンプ普及の教訓として生かされることが

望ましい。  
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第5章 プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓 

5.1 プロジェクト実施運営上の課題 

5.1.1 南部諸民族州水灌漑開発局によるロープポンプ大量調達・普及事業 

南部諸民族州水灌漑開発局のロープポンプ大量調達・普及事業は、プロジェクトの第 1

年次から開始された。プロジェクトの計画策定時には明らかにされていなかった同事業と

の連携や調整は、プロジェクト期間を通して、最も重要で困難な課題となった。計画され

た活動への軽微な変更に加え、プロジェクトは第 2 年次に 1 回、第 3 年次に 1 回、契約変

更を伴う活動の追加を行った。これらの活動計画変更を行うにあたり、大きく分けて 2 点

の課題があった。  

一つ目は、水灌漑開発局側の不十分な戦略と計画によって起こり得る、本プロジェクト

活動への負の影響の回避という課題である。4.2.1 項で述べた通り、同局の計画では供給主

導型の方法でデザインされたため、「セルフサプライ」事業としながらも、プロモーション

活動の軽視、不十分な人材育成などの問題が散見された。このため、プロジェクトチーム

は、本プロジェクトが実施する普及活動とは必ずしもその方法が整合しない行政事業とも

関わることとなり、行政事業との調和を図りつつ本プロジェクトの成果を挙げる新たな方

策を模索することとなった。  

その方策の一環として、プロジェクトではメインのカウンターパート機関である水灌漑

開発局の職員を極力巻き込みながらも、同局の職員だけに依存せず、他の関係機関とも関

係を構築し、エチオピア国内におけるセルフサプライ普及に必要な周辺環境や実践方法を

模索することにした。プロジェクトが一定の成果を挙げた、小規模金融のロープポンプ金

融スキーム設置や、TVET システムを活用した人材育成、COC による技能検定試験などは、

このような考察と現場での試行錯誤の産物である。  

二つ目は、度重なる水灌漑開発局側の計画変更、方針変更である。例えば同局は、ロー

プポンプ普及の進捗を加速化するため、2016 年 4 月、補助金付きのロープポンプ配布（ロ

ープポンプを無償配布、設置代はユーザー負担）を開始した 7。このような一貫しない方

策は、住民や普及活動に携わる行政官などへの混乱を招く恐れがあるため、プロジェクト

チームは、同補助金の保留や地域限定的な適用について助言したが、同局は補助金実施に

踏み切った。必ずしも国の政策と一致しない補助金付きロープポンプ配布については、セ

ルフサプライ・タスクフォースなどでも課題として共有し、今後も関係者が共有すべき課

題としてモニタリングと教訓の抽出を行うよう、提言した。  

このように、プロジェクトチームは、必要に応じて JICA 本部やエチオピア事務所と相

談しながら、回避しがたい環境の変化に対し柔軟に対応しながらリスク分散に努め、他州

や他機関でも参考になる共通な課題や教訓をタスクフォースなどの場で広く共有するよう

                                                   
7 セルフサプライ政策では 10 世帯以上の世帯グループに対する上限 50％の補助金を認めているが、2～3
世帯のグループへの補助金は、政策では定められておらず、同局が協力合意した OMFI との覚書にも

定められていない。  
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努力した。この結果、大きな混乱や競合による問題を回避し、カウンターパートやセルフ

サプライ関係機関から一定の評価を受ける成果を挙げることができた。  

 
5.1.2 カウンターパートの当事者意識の醸成とインセンティブ 

プロジェクト全期間を通して、カウンターパートの出張費にかかる不平・不満が大変多

く、プロジェクト活動に少なからず影響を与えた。  

プロジェクトチームは、一貫した対応方針と共通のルールの適用を徹底する一方、活動

の成果を目に見える形で提示するなど、協働作業へのインセンティブ向上と当事者意識の

向上に努めた。不満を訴える行政官もいたが、プロジェクトが開催する研修や各種イベン

トへの参加出席率はおおむね 7～8 割程度と良好で、本プロジェクトの成果に対する評価が

著しく低下することはなかった。  

 

5.2 プロジェクト実施運営上の工夫 

5.2.1 多くのステークホルダーを巻き込んだアプローチ 

本プロジェクトの最大の特徴の一つは、多岐にわたる関係者の巻き込みである。水行政

はもちろん、保健、農業、金融、教育、職業訓練、女性、民間（製造業者、ビレッジ・テ

クニシャン、サプライヤー）などのセクターを巻き込み、セルフサプライとロープポンプ

技術普及におけるそれぞれの役割を模索し、各分野のアクターと柔軟に連携しながら活動

を進めた。  

各分野の関係者の巻き込みに際し、必要に応じて上位機関（例：州の保健局や農業局）

との話合いや合意形成を行い、下部組織の職員が現場での業務を行いやすいように工夫し

た。また、電話などを駆使して連絡を密に取り合い、主要な関係者との人間関係構築を図

った。  

各種イベントでは、広い範囲の関係者を呼び、カウンターパート同士が他セクターや階

層の違う関係者と出会い、共有する場を設ける様に工夫した。特に、セルフサプライフェ

アでは、水灌漑電力省の上位職員から村レベルで活動するビレッジ・テクニシャンやロー

プポンプユーザーまで同じ会場に集め、参加者の出会いと交換の場を演出した。  

このような関係者の縦・横の関係の構築は、縦割り行政が一般的な途上国で、行政機関

のみで行うことは容易ではない。JICA プロジェクトのように中立的な立場でこそ、このよ

うな縦・横の関係構築の支援を行うことができるため、プロジェクト目標をただ達成する

だけではなく、各関係機関を有機的に連携させ、持続性を意識したマネジメント体制を構

築することが、プロジェクトの本来の成果に繋がるものであると考える。  

 
5.2.2 既存情報やシステムの活用 

ロープポンプ技術は、2004 年にエチオピア国内に紹介され、技術改良や普及活動が行わ

れてきた。本プロジェクトでは、先行した活動で既に研究された技術情報を極力活用し、

その蓄積の上に更なる情報や技術を積み重ねる努力をした。また、先行案件の教訓を活用

するよう心掛けた。  
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さらに、新たに導入する活動については、小規模金融機関におけるサービスネットワー

ク、TVET による職業訓練システムや COC による技能検定など、可能な限り地域に既存の

システムを活用するよう工夫した。  

既存の技術情報やシステムの活用は、コスト面や人材投入面で効率化が図られることに

加え、既に構築されたシステムへの関係者の信頼も獲得することとなり、プロジェクト成

果の高い評価につながった。例えば、技能検定（COC）試験の導入については、プロジェ

クト独自に発行する研修修了証を与えるよりも、既に社会的な信頼の高い COC 認定を行

うことにより、技術を体得した研修修了者への周囲の信頼は非常に高まり、カウンターパ

ートからも COC 取得した技術者本人からも、非常に喜ばれる結果となった。  

 
5.2.3 セルフサプライ関連機関との協働・連携作業と政策提言 

本プロジェクトの大きな強みの一つは、セルフサプライ普及に携わるコンサルタントや

国際機関、NGO 関係者との継続的な連携・協力関係であった。セルフサプライ・タスクフ

ォースの定例会議を通して経験共有、情報交換を継続した他、セルフサプライの関連活動

における相互の人材交流、研修参加者の相互受け入れ、現場視察受け入れなどを積極的に

行った。  

また、彼らとの協働作業についても主導的に参加し、セルフサプライニュースの発行や

セルフサプライフェアの開催などを通して、セルフサプライ分野の重要なアクターとして

関係者から信頼を得てきた。2015 年 3 月のセルフサプライフェアにおいては、国外からも

ゲストを招き、オランダ、スイス、タンザニア、イギリスなどで活躍する本分野の最先端

の人材からも協力を得ることができた。これらの作業を通じ、水灌漑電力省の関係者のセ

ルフサプライに関する関心を促し、JICA 協力のプレゼンスも高まったと考えている。本プ

ロジェクトで行った支援内容や成果は国際会議の場などでも紹介されるなど、その経験は

国外の他機関や関係者にも参考にされている。 

このような周囲の意識向上や信頼獲得への努力の結果を踏まえ、セルフサプライ・タス

クフォースとして、さらなる関係者の関心の獲得と活動活性化に向けた政策提言を行うこ

ととし、水灌漑電力省の国務大臣に対するブリーフィングの準備を行った。  

 
5.2.4 民間の技術サービス活用促進 

JICA の先行案件では主に行政官の技術研修を実施したものの、行政官の交代や研修後の

ロープポンプ技術普及活動の不在のため、研修効果が十分に持続していなかった。その教

訓を活かし、本プロジェクトでは、村落レベルの技術習得者を育成し、ロープポンプの設

置・維持管理サービスは彼らに担わせるという方針で人材育成を行った。  

また、先行案件でも多数研修を受けたが、行政や NGO など外部から仕事が来るのを期

待して、依存的に仕事を待っているロープポンプ製造業者が多いことに気づき、プロジェ

クト活動の一環として、彼らのビジネス管理についての意識と技術向上を狙いとした研修

を取り入れた。  
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更に、彼らのビジネス・プロモーションの一助になるよう、アクア・フォー・オールと

協働でセルフサプライ・ビジネスカタログを作成し、研修対象となったロープポンプ製造

業者とビレッジ・テクニシャンの個人情報を広く関係者に配布した。 

民間の技術サービス活用については、エチオピアの水セクターに限らず、アフリカ諸国

の開発に必要な要素として重視されつつある。JICA の他国や他セクターの支援においても、

本プロジェクトの経験や教訓は有用なものと考える。  

 

5.3 教訓 

5.3.1 終了時評価調査で明らかになった教訓 

2016 年 7 月に実施された終了時評価調査では、以下のような教訓が引き出された。詳細

は 3.3.3 項を参照されたい。  

1) TVETC（職業訓練学校）を活用した人材育成：TVETC 教員の能力強化に加え、

技能検定試験を整備したことで、継続的な人材育成を行う仕組みが構築された 
2) 小規模金融機関との連携を通じた普及展開：ビレッジ・テクニシャンや小規模金

融のスキームを用いた普及活動により、住民側の維持管理意識を高めつつ効果的

なロープポンプ普及が実施できた 
 

5.3.2 プロジェクトが経験から学んだその他の教訓 

1) 実践経験に基づく技術情報の文書化の重要性 

プロジェクトでは、活動で得た知見・ノウハウや、実践経験から得られた教訓を極力文

書として取りまとめるよう努めた。プロジェクトが活動を通して作成した「テクニカル・

ノート」「ロープポンプ製造・設置・維持管理マニュアル」「ロープポンプ品質管理戦略」

「ロープポンプ維持管理戦略」「ロープポンプ普及マニュアル」は全て、プロジェクトの実

体験に基づく資料であり、実証試験の結果である。  

ロープポンプは、プロジェクト開始より 10 年ほど前から改良、普及されてきたもので

あるが、その多くの技術情報は極一部のロープポンプ専門家（民間の製造業者／トレーナ

ー）の個人情報として「人」に属すものであった。本プロジェクトでは、出来る限りそれ

らの情報を客観的にとりまとめ、汎用できる技術情報として文書化し、関係者の手元に届

けることを目指した。現場での実践や文書化の過程で、これまで十分に検証や統一化がさ

れていなかった技術情報や、製造業者たちが経験的に積み上げていくような試行錯誤の一

部を関係者との協働作業でとりまとめたことは、多くのロープポンプ技術関係者に役立つ

ものと信じている。  

2) 実体験を通じた方法論の検討 

プロジェクトは、ロープポンプ技術の改良や標準化という技術開発と、その技術の実践

現場での普及という 2 つの大きな課題に対して活動を展開してきた。この 2 つの側面の活

動を同時並行で進めることにより、運営面での困難はあったものの複数の利点を得ること

ができた。  



 

5-5 
 

一つ目は、技術開発や標準化の作業において、実体験に基づく技術の検証や検討が可能

であったことである。机上の空論ではなく、現場で直面した技術上の課題や問題点に向き

合い、改善することで、技術を使用する者のニーズに則し、実効性の高い技術の改善や、

製造業者の経験や実態に則した標準化などの結果を生むことができた。  

二つ目は、「技術」を知り技術改善に取り組むプロジェクトが、普及の実践にも取り組

むことにより、関係者の信頼を得たことである。ロープポンプ技術に精通した国内外のス

タッフを投入し、必要に応じて現場で技術的問題にも対応することができた。農村地域の

住民が、馴染みのない「ロープポンプ」という新たな技術の採用を決め、それに必要な自

己投資を決断する際に、プロジェクトの持つ技術情報や人材に対する信頼がそれを後押し

することになったと考える。  
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(as of November 10, 2016) 
 

Name Title Department / Organisation 

Mr. James Deng Choltot State Minister / Project Director MoWIE 

Mr. Yohannes G / Medhen* 
Director / Project Manager 
(Till December 2013) 

Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Mr. Nuredin Mohammed 
Director / Project Manager 
(Since December 2013) 

Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Dr. Markos Wijore 
Director /Head of EWTI 
(Till June 2016)  

Sector Support Directorate, MoWIE / 
Ethiopia Water Technology Institute 

Mr. Abiti Getaneh Director Research and Development 
Directorate, MoWIE 

Mr. Abebe Mekonnen* Head (Till July 2013) Ethiopia Water Technology Centre 
Mr. Abiy Girma National WASH Coordinator National WASH Coordination Office 

Ms. Zewditu Yilma 
UNICEF Project Coordinator 
(Till July 2014) Self Supply Office 

Mr. Agash Asmamewe 
National Consultant / Self-supply 
Focal Person (Since July 2014) 

Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Mr. Tamane Hailu Rural WASH Coordinator 
Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Mr. Eyasu Guta Technical/ Program Support Officer 
Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Mr. Tedros Tadele Engineer on Electro Mechanics 
Water Supply and Sanitation 
Directorate, MoWIE 

Mr. Abbas Mohamed* Head (Till December 2013) Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Tesfaye Yigezu Head (Till January 2015) Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Samuel Tamiru Head (Since January 2015) Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Letta Yetamu Vice Head, (Since March 2015) Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Tadela Kibru 

Core Process Owner, Water 
Resources Study and 
Management Core Process 
(Till November 2015) 

Water Resource Bureau, SNNPR 

Mr. Melkamu Worko 

Core Process Owner, Water 
Resources Study and 
Management Core Process 
(Since December 2015) 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Eyasu Mamo 
Water Quality Expert  
(Till May 2014) 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Kassahun Woldegeorgis 
Core Process Owner, Water Supply 
Schemes and Material Maintenance 
Administration Core Process  

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Kassu Eshete Socio-economist Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Dereje Haile Mechanic Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Lebenu Lemma 
Water Quality Expert under Water 
Resources Study and Management 
Core Process 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Andualem Shirko 
Water Quality Expert under Water 
Resources Study and Management 
Core Process 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Abdela Yimar Hydrogeologist Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Mulugeta Mussie* 
WRB WASH Coordinator 
(Till July 2014) 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 

Mr. Bekele Kassaye 
WASH Coordinator 
(Since July 2014) 

Water and Irrigation Development 
Bureau, SNNPR 
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Mr. Shimeles Debele* 
Head of Credit Department 
(Till November 2014) Omo Micro Finance Institution 

Mr. Ashebir Alemu 
Director of Credit Directorate 
(Since December 2014) Omo Micro Finance Institution 

Mr. Mekuria Mesekele Rural Credit Officer Omo Micro Finance Institution 
Mr. Tegegneworku Serawit Senior Rural Credit Officer Omo Micro Finance Institution 

Mr. Atnafu Asfaw 
Deputy Bureau Head and Core 
process Owner of Human Resource 
Development 

TVET Bureau SNNPR 

Mr. Fisseha Hariso Burra* Dean (till April 2016) 
Technical and Vocational Education 
Training Collage (TVETC) Hawassa 

Mr. Gedion Teka* 
Technical Coordinator for Technical 
Transfer (Till October 2014) TVETC Hawassa 

Mr. Ketema Getaneh 
Technical Coordinator for Technical 
Transfer (Since October 2014) TVETC Hawassa 

Mr. Mahamednur Faris 

Process Owner of Natural 
Resources Division, Agriculture 
Bureau 

Bureau of Agriculture and Natural 
Resource Conservation, SNNPR 

Mr.Debebe Woldemariam Irrigation Engineer Bureau of Agriculture and Natural 
Resource Conservation, SNNPR 

Mr. Desalegn Gullo 

Hygiene and Sanitation Focal 
Person, Disease Prevention and 
Health Promotion 

Health Bureau, SNNPR 

Mr. Solomon Gebre* 

Hygiene and Sanitation Focal 
Person, Disease Prevention and 
Health Promotion (Till May 2014) 

Health Bureau, SNNPR 

Mrs. Woinshet Mengesha 

Hygiene and Sanitation Focal 
Person, Disease Prevention and 
Health Promotion  
(Since May 2014) 

Health Bureau, SNNPR 

Mr. Male Mate 

Hygiene and Sanitation Focal 
Person, Disease Prevention and 
Health Promotion  
(Since May 2014) 

Health Bureau, SNNPR 

Mr. Firew Bekele 
Women Children and Youth Affairs 
Bureau 

Women Children and Youth Affairs 
Bureau, SNNPR 

*The counterpart who left the position.
MoWIE: Ministry of Water, Irrigation and Electricity 
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業務フローチャート

年 2013 2014 2015 2016
⽉ 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

活動段階 第１年次 第2年次 第3年次

期間 2013年3⽉〜2014年7⽉ 2014年8⽉〜2015年8⽉ 2015年10⽉〜2016年12⽉

成果5
全国展開のための飲料⽔
⽤RPの普及・流通ガイドラ
インが策定され、全国に

周知される

報告書／成果品

IcR：インセプションレポート
PrR:プロジェクト進捗報告書

ItR：中間報告書

会議

成果１

連邦レベルで飲料⽔⽤RP
及びその設置⽅法の
仕様が規格化される

成果２

飲料⽔⽤RPの製造・設置
⽅法に関する品質管理の
ための戦略が策定される

成果３

プロジェクト対象郡における
⾏政・半官半⺠組織による
衛⽣啓発を含むRP普及
活動が促進される。

成果４
プロジェクト対象地域にお
ける衛⽣啓発を含むRP使
⽤の実践がビレッジテクニ
シャンおよび普及により継
続的に⽀援される。

【1-20】 セルフサプライ
による飲料⽔⽤RP設置

【1-14】RP普及・流通戦略の検

【1-12】 【1-13】

【2-22】RP普及ハンドブックの作成

【2-10】

【2-11】
製造・設置業者向け
研修講師育成研修

【3-5】終了時評価への協⼒

【1-19】

【1-18】RP購⼊・調達⽀援のための⼩規模⾦融導⼊⽀援

【1-17】

【2-9】RPの製造と設置⽅法に関わる品質管理・監督体制の検討（継

【2-18】 RP利⽤を通した⽣活改善策の検討と実施⽀援

【2-19】 RP利⽤に伴う衛⽣環境・⾏動の改善⽀援

【2-13】RP購⼊・調達⽀援のための⼩規模⾦融導⼊⽀援（継続）

【2-14】

【3-15】

維持管理戦略策定
ワークショップの開催（継続）

【3-10】RPの製造・設置・維持管理に関わる品質管理・監督体制の検討（継続）

郡⽔事務所によるRP普及・
流通活動の実施⽀援（継続）

【2-2】中間レビューへの協⼒

郡⽔事務所によるRP普及・
流通活動の実施⽀援

【3-4】 エンドライン調査

【1-16】ベースライン調査の実施

【3-17】 【3-21】

【2-17】 RP井⼾の維持管理体制の整備

【2-16】 セルフサプライによる飲
料⽔⽤RP設置への⽀援（継

【1-9】RPの製造・設置・維持管理に関わる品質管理・監督体制の検討

【1-10】

【1-11】

製造・設置業者向け 製造・設置業者に対する研修

雨季 雨季 雨季雨季工事に適した時期 工事に適した時期 工事に適した時期 工事に適した時期

【2-3】ItR作成
【1-1】業務計画の作成 【2-０】業務計画の作成 【3-1】業務計画の作成

【1-5】PrR(その1) 【1-5】PrR(その2) 【2-5】PrR(その4) 【3-6】PrR(その5)【1-5】PrR(その3)
【1-2】IcR作成・説明

【1-4】啓発・広報活動とプロジェクトブリーフノート(第⼀年次)の作成
HP更新HP作成リーフレット作成 HP更新 HP更新

ブリーフノート ブリーフノート ブリーフノート

【2-4】啓発・広報活動とプロジェクトブリーフノート(第⼆年次)の改訂

リーフレット更新
ニュースレター発⾏ ニュースレター発⾏ ニュースレター発⾏

【3-3】プロジェクトブリーフノート(第三年次)の改訂

【1-3】 【1-3】 【2-1】
【3-2】

【3-2】【2-1】
JCC及び州レベルのステアリングコミッティの開催JCC及び州レベルのステアリングコミッティの開催 JCC及び州レベルのステアリングコミッティの開催

【1-3】

供給チェーン戦略策定

製造・設置業者に対する研修

【1-15】
ターゲット郡でのRP普及・

WASHチームによるRP普及・
流通活動の実施⽀援（継続）

【2-12】

【3-16】

維持管理戦略策定

【2-8】RP製造・設置・維持管理オペレーションマニュアル作成（継続）【1-8】

【2-7】RPと設置⽅法に関わる仕様の規格化（継続）【1-7】RPと設置⽅法に関わる仕様の規格化

【1-6】RPの開発・改良と各種試験の実施

RPの製造・設置・維持管理に関わる

【2-6】RPの開発・改良
と各種試験実施（継続）

RP購⼊・調達⽀援のための⼩規模⾦融導⼊⽀援（継続）

RP普及・流通体制整備を

【3-7】プロジェクト業務

【2-1】

【2-15】
プロジェクトのパイロット対象郡以
外の4郡の⽔・保健⾏政官を対
象とした⽔質検査のOJTの実施

【2-20】
ロープポンプ技術の
普及・流通戦略を
学ぶ視察旅⾏

【2-21】

セルフサプライ・フェ
アの開催

【3-8】ESAでの標準化申請に関するフォローアップ

【3-9】

【3-11】 維持管理戦略策定に関する検討

【3-12】
スペアパーツ供給に関する検討

【3-13】

【3-14】 製造・設置維持管理にかかる⼈材育成

【3-23】
最終セミナー開催

オペレーションマニュアルの最終化

製造・設置業者向け
研修講師育成研修

RP普及ハンドブック・ツールの作成（継続)

【3-22】
世界⽔の⽇への⽀援

【3-19】

【3-20】

【3-18】 VT、普及員らによるRP維持管理⽀
援活動の⽀援

RP利⽤に伴う衛⽣環境・⾏動の改善⽀援（継続）

農業普及員による
⽣活改善⽀援活動
の⽀援（継続）
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第1年次

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7
プロジェクト管理

計画

実績

合同調整委員会（JCC）及び州レベルのステアリングコミッティの開催
計画

実績

計画

実績

啓発・広報活動とプロジェクトブリーフノート（第一年次）の作成
計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

プロジェクト進捗報告書の作成
計画

実績

計画

実績

計画

実績

成果1にかかる活動

【1-5】 RPの開発・改良と各種試験の実施
計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【1-6】 RPと設置方法に関わる仕様の規格化
計画

実績

計画

実績

【1-7】 計画

実績

成果2にかかる活動

【1-8】 RPの製造と設置方法に関わる品質管理・監督体制の検討
計画

実績

計画

実績

計画

実績

【1-9】 計画

実績

【1-10】 計画

実績

【1-11】 計画

実績

【1-12】製造・設置業者に対する研修
計画

実績

計画

実績

成果3にかかる活動

【1-13】 RP普及・流通戦略の検討
計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【1-14】 RP普及・流通体制整備を行うターゲット郡および地域の選定
計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【1-15】 ベースライン調査の実施
計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【1-16】 計画

実績

【1-17】 計画

実績

【1-18】 計画

実績

セルフサプライによる飲料水用RP設置への支援
計画

実績

計画

実績

【1-1】 インセプションレポートの作成及び説明

　 　　　　  　 プロジェクト実施期間
作業内容 2013年 2014年

（2）　既存RPの各部位の開発・改良

【1-2】
合同調整委員会

州レベルのステアリングコミッティ

【1-3】
ニュースレター

リーフレット

ホームページ

プロジェクトブリーフノート

【1-4】
その１

その２

その３

（1）　RPの現状調査

製造・設置業者向け研修講師育成のための研修

（3）　既存もしくは開発・改良されたRPに対する各種試験の実施

（4）　伝統的浅井戸の汚染防止を目的とした低廉簡易な井戸構造及びスラブの検討と試
験の実施

（5）　安価で効果的な浅井戸の掘削・建設技術の検討とコミュニティ給水用井戸の検討

（1）　飲料水用RP仕様の検討

（2）　規格化手続きの着手

RPの製造・設置・維持管理に関わるオペレーションマニュアルの作成

(1)　飲料水用ＲＰおよび伝統的浅井戸の品質管理・監督体制における関係者の役割分
担等の整理

（2）　製造業者の認証制度の枠組み検討

（3）　製造、設置、維持管理に関わる民間関係者の相互扶助のための組織設立の検討

RPの世帯利用のための維持管理戦略策定ワークショップの開催

供給チェーン戦略策定ワークショップの開催

TOR作成

普及用RPの製造を通したOJT

普及用RPの設置を通したOJT

ニーズアセスメント

飲料水用RP普及流通地域の絞り込み

飲料水用RP普及・流通戦略の検討

普及流通実施マニュアルの作成

選定基準の設定

選定基準に則った郡のショートリスト作成

ショートリストされた郡での踏査

踏査に基づく最終選考

ステアリングコミッティ及びJCCでの承認

【1-19】
普及用RP調達（製造者OJT）

設置業者研修

再委託先選定

調査実施

（再委託先による）調査報告書作成

ターゲット郡でのRP普及・流通の実施計画策定

RP購入・調達支援のための小規模金融の導入支援

郡水・鉱物・エネルギー事務所によるRP普及・流通活動の実施支援
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第2年次

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8
第2年次作業

プロジェクト管理
【2-0】 計画

実績

【2-1】 合同調整委員会（JCC）及び州レベルのステアリングコミッティの開催
計画

実績

計画

実績

【2-2】 計画

実績

【2-3】 計画

実績

【2-4】 啓発・広報活動とプロジェクトブリーフノート（第2年次）の改訂
計画

実績

計画

実績

計画

実績

【2-5】 計画

実績

成果1にかかる活動
【2-6】 RPの開発・改良と各種試験の実施（継続）

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【2-7】 RPと設置方法に関わる仕様の規格化（継続）
計画

実績

計画

実績

【2-8】 計画

実績

成果2にかかる活動
【2-9】 RPの製造と設置方法に関わる品質管理・監督体制の検討（継続）

計画

実績

計画

実績

計画

実績

【2-10】
計画

実績

計画

実績

【2-11】 計画

実績

【2-12】 計画

実績

成果3に係る活動
【2-13】 計画

実績

【2-14】 計画

実績

【2-15】 計画

実績

【2-16】 計画

実績

【2-17】 計画

実績

【2-18】 計画

実績

【2-19】
計画

実績

計画

実績

成果4に係る活動
【2-20】 計画

実績

【2-21】 計画

実績

【2-22】 計画

実績

州レベルのステアリングコミッティ

2014年 2015年

業務計画の作成

合同調整委員会

RPの製造・設置・維持管理に関わるオペレーションマニュアルの作成 

中間レビューへの協力

中間報告書の作成

ニュースレター

ホームページ

プロジェクトブリーフノート

プロジェクト進捗報告書（その4）の作成

（1）　RP改良モデルの最終化

（2）　RP各部位の改良と実験

（3）　井戸構造と井戸カバーの検討

（1）　飲料水用RP仕様の検討（継続）

（2）　ESAによる規格化手続

セルフサプライによる飲料水用RP設置への支援

(1)　飲料水用ＲＰおよび伝統的浅井戸の品質管理・監督体制における
関係者の役割分担等の整理

（2）　製造業者の認証制度の枠組み検討（継続）

（3）　製造、設置、維持管理に関わる民間関係者の相互扶助のための
組織設立の検討

維持管理戦略策定ワークショップの開催

(1)　維持管理戦略の検討

(2)　供給チェーン構築の検討

製造・設置業者向け研修講師育成のための研修

製造・設置業者に対する研修

RP購入・調達支援のための小規模金融の導入支援（継続）

郡水・鉱物・エネルギー事務所によるRP普及・流通活動の実施支援

プロジェクトのパイロット対象郡以外の4郡の水・保健行政官を対象とした
水質検査のOJTの実施

セルフサプライ・フェアーの開催

RP普及を通した普及・流通ガイドラインの作成

RP井戸の維持管理体制の整備

RP利用を通した生活改善策の検討と実施支援

RP利用に伴う衛生環境・行動の改善支援

(1)　衛生啓発・行動変容研修の実施

(2)　定期的な水質検査の実施

ロープポンプ技術の普及・流通戦略を学ぶ視察旅行
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第三年次

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
第3年次作業

プロジェクト管理
【3-1】 業務計画の作成 計画

実績

【3-2】 合同調整委員会（JCC）及び州レベルのステアリングコミッティの開催
計画

実績

計画

実績

【3-3】 プロジェクトブリーフノート（第3年次）の改訂
計画

実績

計画

実績

【3-4】 エンドライン調査 計画

実績

【3-5】 終了時評価調査への協力 計画

実績

【3-6】 プロジェクト進捗報告書（その5）の作成 計画

実績

【3-7】 プロジェクト業務完了報告書の作成 計画

実績

成果1にかかる活動
【3-8】 ESAで標準化申請に関するフォローアップ 計画

実績

【3-9】 オペレーションマニュアルの最終化 計画

実績

成果2にかかる活動
【3-10】 RPの製造・設置・維持管理に関わる品質管理・監督体制の検討（継続） 計画

実績

【3-11】 維持管理体制に関する検討 計画

実績

【3-12】 スペアパーツ供給に関する検討 計画

実績

【3-13】 RP製造・設置業者向け研修講師育成研修 計画

実績

【3-14】 製造・設置維持管理にかかる人材育成 計画

実績

成果3に係る活動
【3-15】 RP購入・調達支援のための小規模金融導入支援（継続） 計画

実績

【3-16】 WASHチームによるRP普及活動 計画

実績

【3-17】 RP普及ハンドブックの作成（継続) 計画

実績

成果４に係る活動
【3-18】 RP井戸の維持管理体制の整備（継続） 計画

実績

【3-19】 RP利用に伴う衛生環境・行動の改善支援（継続） 計画

実績

【3-20】 RPの利用をとおした生活改善支援活動の支援（継続） 計画

実績

成果5に係る活動
【3-21】 RP普及ツールの作成 計画

実績

【3-22】 世界水の日（World Water Day）への支援 計画

実績

【3-23】 最終セミナーの開催 計画

実績

2016年

合同調整委員会

ニュースレター

プロジェクトブリーフノート

州レベルのステアリングコミッティ

2015年
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Joint Coordination Committee Members 
Chair Person 
State Minister Ministry of Water, Irrigation and Electricity (MoWIE) 
Members (Ethiopian side) 
Director and representatives Water Supply and Sanitation Directorate, MoWIE 
Director Research and Development Directorate, MoWIE 
Director Sector Support Directorate, MoWIE 
Representative Ethiopia Water Technology Institute 
Representative One WASH National Programme 
Self-supply Focal Person MoWIE 
Representative Ministry of Finance and Economic Cooperation 
Members (Japanese side) 
Representative Japanese Embassy 
Representative JICA Ethiopia Office 
Representative Project Team 

Regional Steering Committee Members 
Chair Person 
Head Water and Irrigation Development Bureau (WIDB) 
Members (Ethiopian side) 
Core Process Owner and 
representatives 

Water Supply Scheme and Material Maintenance 
Administration Core Process, WIDB 

Self-supply Focal Person WIDB 
Representative Bureau of Agriculture and Natural Resource 

Conservation 
Representative Bureau of Health 
Representative Technical and Vocational Educataion and Training 

Bureau 
Representative Women and Youth Affairs Bureau 
Representative TVETC Hawassa 
Representatives NGOs and development partners 
Members (Japanese side) 
Representative JICA Ethiopia Office 
Representative Project Team 

添-14

添付資料5 合同調整委員会、ステアリングコミッティ概要および議事録



Summary of Regional Steering Committee and Joint Coordination Committee 
Meetings 

Title 1st SC Meeting 1st JCC Meeting 
Date April 19, 2013 April 16, 2013 
Venue Office of Bureau Head’s, Water Resources 

Bureau, SNNPR 
Meeting Room, Ministry of Water and 
Energy 

Participants ・ WRB/SNNPR Representatives (Process 
・ Owner, Rope Pump Team, Water Quality 
・ Expert, WaSH Coordinator) 
・ Representatives of sector bureaux 

(Women, 
・ Youth and Culture, Agriculture and Rural 

Development) 
・ JICA Ethiopia Office 
・  JICA Experts 

・ Director of Water Supply and Sanitation 
Directorate 

・ Director of Sector Support Directorate 
・ Head of EWTEC 
・ Representative of WaSH Programme 
・ Representative of Self Supply Office 
・ Representative of WRB/SNNPR 
・ Director of Bilateral Cooperation of 

MoFED 
・ JICA Ethiopia Office 
・ JICA Experts 

Agenda ・ Discussions and approval of Inception 
Report 

・ Methods and process of target area 
selection, etc. 

・ Discussions and approval of Inception 
Report 

・ Methods and process of target area 
selection, etc. 

Major 
Achievement 

・ Inception Report approved 
・ Methods and process of target area 

selection discussed and agreed 

・ Inception Report approved 
・ Decision on the methods and the process 

of target area selections shall be 
authorized to Steering Committee in 
SNNPR 

Title 2nd SC Meeting 2nd JCC Meeting 
Date July18, 2013 July 22, 2013 
Venue Lewi Campus Café, Hawassa Hawassa Meeting Room, Ministry of Water 

and Energy 
Participants ・ WRB/SNNPR (Process Owners, Rope 

Pump Team, Water Quality Expert) 
・ Dean of TVETC/Hawassa 
・ Representatives of sector bureau 

(Agriculture and Rural Development, 
Health) 

・ IRC, World Vision 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

・ Director of Sector Support Directorate 
・ Director and representative of Research 

and Development Directorate 
・ Representative of WaSH Programme 
・ Representative of Self Supply Office 
・ Head and representative of WRB/SNNPR 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

Agenda ・ Sharing and discussion on Progress 
Report-I 

・ Approval of selection of the target 
woredas 

・ Discussion and approval of project logo, 
short message, and nickname 

・ Sharing the results of RP Users’ Survey 
in Three Regions 

・ Sharing and discussion on Progress 
Report-I 

・ Approval of selection of the target 
woredas 

・ Discussion and approval of project logo, 
short message, and nick-name 

・ Sharing the results of RP Users’ Survey 
in Three Regions 

Major 
Achievement 

・ Selection of the target woredas approved 
・ Project logo, short message and 

nick-name approved 

・ Selection of the target woredas approved 
・ Project logo, short message and 

nick-name approved 
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Title 3rd SC Meeting 3rd JCC Meeting 
Date June 18, 2014 June 23, 2014 
Venue South Star Hotel, Hawassa Meeting Room, MoWIE 
Participants ・ WRB/SNNPR Representatives (Process 

・ Owners, Socio-economist, Mechanic) 
・ Representatives of sector bureaus 

(Agriculture, TVETC) 
・ World Vision 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

・ State Minister 
・ Directors of Water Supply and Sanitation 
・ WASH Coordinator, Rural WASH 

Coordinator 
・ Representatives of WASH Coordination 

Office 
・ One WASH Secretariat 
・ JICA Ethiopia Office (Senior 

Representative, 
・ Project Formulation Officer, Programme 

Officer) 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 
Agenda ・ Progress Report 

・ Sharing results of RP field test and RP 
models for promotion 

・ Sharing plan of actions for Period 2 

・ Progress Report 
・ Sharing results of RP field test and RP 

models for promotion 
・ Sharing plan of actions for Period 2 

Major 
Achievement 

・ Progress Report III shared and discussed 
・ New RP models introduced and 

discussed 
・ Plan of actions for Period 2 approved 

・ Progress Report III shared and discussed 
・ New RP models introduced and 

discussed 
・ Plan of actions for Period 2 approved 

Title 4th SC Meeting 4th JCC Meeting 
Date October 23, 2014 February 19, 2015 
Venue Lewi Campus Café, Hawassa Meeting Room, MoWIE 
Participants ・ WRB/SNNPR Representatives (Vice 

Head, Process Owner, WASH Unit, 
Socio-economist, Mechanic, 
Hydrogeologist) 

・ Bureau of Agriculture 
・ UNICEF, International Rescue 

Committee, World Vision 
・ Representative of JICA Ethiopia Office, 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Expert) 
・ 

・ Director of Water Supply and Sanitation 
・ Representative of WRB/SNNPR 
・ Joint Mid-term review team (JICA HQ, 

Consultant, Ethiopian members) 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

Agenda ・ Progress of the activities in Period 1 
・ Sharing the activities in Period 2 
・ Discussion on draft revised PDM 

・ Presentation and discussion on the 
results of mid-term review 

・ Discussion on PDM revision 
Major 
Achievement 

・ Progress of the project activities was 
shared 

・ Draft revised PDM was discussed and 
comments were collected 

・ Results of mid-tem review were shared 
・ Revision of PDM was proposed 
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Title 5th SC Meeting 
Date July 27, 2015 
Venue Hawassa 
Participants ・ Deputy Head of Water Resources Bureau 

・ Regional WASH Representative  
・ Zonal Water Office 
・ OMFI Representatives 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 
Agenda ・ Sharing of the progress of Period 2 

・ Proposal and discussions of Plan of 
Activities for Period 3 

・ Report on PDM revision 
Major 
Achievement 

・ Progress of Period 2 was shared 
・ Proposed plans of Period 3 was approved 

Title 6th SC Meeting 5th JCC Meeting 
Date October 28, 2015 October 30, 2015 
Venue Lewi Café, Hawassa MoWIE 
Participants ・ Drinking Water Supply Administration 

Core 
・ Process Owner 
・ Self-supply Focal Person 
・ Coordinator, Regional WASH Programme 
・ OMFI Representative 
・ IRC Representative 
・ JICA Headquarters 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

・ Director, Water Supply and Sanitation 
Directorate 

・ Director, Research and Development 
Directorate 

・ National WASH Coordination Office 
Representative 

・ Small and Micro Enterprise Development 
Office 

・ Representative 
・ National consultant in charge of 

Self-supply 
・ JICA Headquarters 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 
Agenda ・ Presentation of achievement in Period 1 

and 2 
・ Presentation of plan of activities in Period 

3 
・ Sharing of revised version of PDM 
・ Discussion on Project activities 

・ Presentation of achievement in Period 1 
and 2 

・ Presentation of plan of activities in Period 
3 

・ Sharing of revised version of PDM 
・ Discussion on Project activities 

Major 
Achievement 

・ Approval of the plan of action in Period 3 
・ Endorsement of the revised version PDM 

(version 3.1) 

・ Approval of the plan of action in Period 3 
・ Endorsement of the revised version PDM 

(version 3.1) 
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Title 7th SC Meeting 6th JCC Meeting 
Date June 24, 2016 June 30, 2016 
Venue Lewi Café, Hawassa Getfam Hotel, Addis Ababa 
Participants ・ Drinking Water supply Administration 

Core 
・ Process Owner 
・ Self-supply Focal Person 
・ TVET Bureau Representative 
・ OMFI Representative 
・ BoH Representative 
・ BoA Representative 
・ Terminal Evaluation Mission 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

・ Director, Water Supply and Sanitation 
Directorate 

・ National WASH Coordination Office 
Representative 

・ National Consultant on Rural WASH 
・ MoFEC Representative 
・ Terminal Evaluation Mission 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

Agenda ・ Presentation on results of Terminal 
evaluation（Achievement of PDM indicator 
and Evaluation with 5 criteria） 

・ Lessons learned and Recommendations 
・ Discussion 

・ Presentation on results of Terminal 
evaluation（Achievement of PDM indicator 
and Evaluation with 5 criteria） 

・ Lessons learned and Recommendations 
・ Discussion 

Major 
Achievement 

・ Approval of the results of Terminal 
Evaluation 

・ Approval of the results of Terminal 
Evaluation 

Title 8th SC Meeting 7th JCC Meeting 
Date October 29, 2016 November 3, 2016 
Venue Central Hotel, Hawassa Getfam Hotel, Addis Ababa 
Participants ・ Drinking Water Supply and Material 

Maintenace Administration Core Process 
Owner 

・ Self-supply Focal Person 
・ TVETC instructors 
・ OMFI Representatives 
・ Zonal / Woreda Water Offices 
・ Zonal / Woreda Administration Offices 
・ Zonal / Woreda Health Offices 
・ Zonal / Woreda Agriculture Offices 
・ RP manufacturers 
・ Village Technicians 
・ OMFI Branches / Sub-branches 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

・ State Minister 
・ Director, Water Supply and Sanitation 

Directorate 
・ National WASH Coordination Office 

Representative 
・ National Consultant on Rural WASH 
・ Small and Micro Enterprise Development 

Office 
・ MoFEC Representative 
・ JICA Ethiopia Office 
・ Project Team (JICA Experts, Local 

Experts) 

Agenda ・ Discussion on challenges and future 
direction for RP dissemination in SNNPR 

・ Presentation on Project outline and 
achievements 

・ Roll Out Strategy 
・ Discussion 

Major 
Achievement 

・ Project successfully completed 
・ Positive momentum for RP dissemination 

・ Project successfully completed 
・ Handing over of the printed materials and 

tools 
SC: Regional Steering Committee, JCC: Joint Coordination Committee 
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MINUTES OF THE THIRD JOINT COORDINATION COMMITTEE MEETING 

FOR  

THE PROJECT FOR RURAL WATER SUPPLY, SANITATION AND 

LIVELIHOOD IMPROVEMENT THROUGH DISSEMINATION OF 

ROPE PUMPS (RPS) FOR DRINKING WATER (WAS-RoPSS) 

Date: Monday, 23rd June, 2014 
Venue: Conference Room #101, Ministry of Water, Irrigation and Energy, Addis Ababa  
Time: 9:30- 13:00 
Chairperson: H.E. Kebede Gerba, State Minister Ministry of Water, Irrigation and Energy 

Summary of discussion: 
The 3rd JCC was conducted according to the agenda as attached in Annex-1.  
Participants of JCC, as attached as Annex-2, discussed and agreed upon as follows. 

The meeting was opened by H.E. Kebede Gerba, the State Minister, stating that the rope pump is a 
technology which is focused among the stakeholders in the water sector for improving water supply in 
the country and this meeting will be discussed on how the project implemented the rope pump 
dissemination in SNNPR. 
Following the H.E. Kebede’s opening remarks, Mr. Takusaburo Kimura, JICA Senior Representative, 
made a brief explanation of the project by highlighting on self-supply involving the private sector. He 
expressed that the discussion in this JCC meeting will spearhead the sector issues and assess the 
project for future enhancement. 

1. Presentation of the highlights of the Progress Report III Draft

The Project Team, represented by Ms. Akino Kitazume, the Chief Advisor of the Project, made a 
presentation on essence of the Progress Report III by reviewing the 1st year project activities (Refer to 
the Annex-3 for presentation slides). She added the project progress by showing figures on percentage 
of achievement by outputs to clearly see the standing point as of now. Finally she has pinpointed some 
outstanding issues and lessons learnt in this first period of the project.  

2. Presentation on the progress in rope pump improvement

The Project Team, represented by Mr. Yoichi Harada, JICA Expert, presented on the activities done for 
improving rope pump model. He prepared slides with pictures showing different models. Also, he 
explained about what was tested and its results. At the end of the presentation, 2 final models, called 
2014 Model and Pole Model were announced; 2014 model is a modification of the existing models 
and less expensive, pole model is a budget model with no metal frame. 

3. Plan of Actions for the Period 2

The Project Team, represented by Ms. Akino, explained the activities in next project period together 
with the input balance image of the whole period of the project, illustrating how much the input will 
change towards end of the project period.  
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During the discussion session, following comments and clarifications were made; 
- There were several suggestions made from JICA and the Project side. ①Spontaneous request is 

difficult to be integrated in the project activities. It is appreciated if the activity plan of federal and 
regional will be informed in well advance so that the Project and JICA will be able to discuss how 
well the Project can respond to the request. Following one plan principle of One WASH National 
Program, both Ethiopian and Japanese sides need to work together for harmonized annual 
planning. ②Quality of water should be considered since the rope pumps are installed on shallow 
wells, which can be easily contaminated. Initiative by the zonal and woreda level on the sanitation 
awareness raising is appreciated. ③To create ownership of the Ethiopian Government side, it is 
necessary to appoint focal person from the Ministry and WRB who can practically work in the 
project. The Ministry appointed Mr. Tamiru, National WASH Coordinator, and Mr. Tamene, Rural 
WaSH Coordinator, to be the focal person of the project. From the WRB, Mr. Tesfaye will appoint 
accordingly. 

- Mr. Tamene from Water Supply Directorate and Mr. Eyasu Guta from Water Sector Working 
Group gave summary of the field visit to two project target woredas, Meskan and Dale. During the 
visit, they found that the project was well known to the woredas and the people in the 
communities are keen to adopt the technology. On the other hand, there were some limitations, i.e., 
among the 12 wells which was installed rope pumps, 3 were not functioning with several reasons. 
The remarks from the visits were; ①activities related to sanitation was missing, ②well owners 
did not know how to maintain the rope pump, ③supply chain is not yet established, ④water 
quality inspection at the household level should be done. In addition, database of hydrogeology of 
the areas have to be reviewed to avoid the area which the wells will dry up. It was recommended 
to acquire the hydro-geological map on shallow ground water, which was studied by DFID and 
University of Addis Ababa. About the issue on 3 non-functioning wells, the project experts added 
pipes to reach water or deepen the wells to solve the problems. Since the ministry has several 
ideas on how to avoid or solve these problems, it will be discussed in detail in a separate session. 

- Head of WRB, Mr. Tesfaye, commented that the Project is supporting the process of procurement 
of 10,000 rope pumps. With suggestions from the project, a series of discussions were made 
between Bureau of Agriculture to align the dissemination modality and control the quality of rope 
pumps. BoA has pended the process of a bulk procurement of rope pumps. Furthermore, a steering 
committee was established in the region for self-supply. In the next step, demand creation and 
capacity building of manufacturers in SNNPR will be done in collaboration with WAS-RoPSS 
Project. Currently in the region, 50 NGOs are involved in small-scale technologies. To have one 
modality in the region, WRB is writing letter to Zonal and Woreda level to establish task force. 
The bureau requested the project to share the good practices and outputs frequently so that the 
bureau will scale-up simultaneously using same approach.  

- The Government of Ethiopia is requiring report both financial and physical activities every quarter. 
Not only WAS-RoPSS Project but also all other JICA projects should be included in the quarterly 
reports of the regional level or federal level. JICA Ethiopia agreed with submission of reports as 
per request.  

- The process of study on rope pump and standardization was again explained during the discussion. 
It was emphasized that the rope pump improvement was mainly focusing on lowering the cost so 
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Annex-1 

The 3rd Joint Coordinating Committee Meeting 

June 23, 2014, Conference Room, Ministry of Water, Irrigation and Energy 

Programme 

Time Content Presenter 

09:00 Opening Remarks H.E. Kebede Gerba, State Minister 

09:05 
Remarks from  

JICA Ethiopia Office 

Mr. Takusaburo Kimura, Senior 

Representative, JICA Ethiopia Office 

09:10 
Presentation of the highlights of 

the Progress Report III Draft 

Ms. Akino Kitazume, Chief Advisor, RP 

Project 

09:40 
Presentation and Discussion on 

the Progress in RP Improvement 
Project Team 

10:20 Discussions 

10:40 Plan of Actions for the Period 2 Project Team 

11:00 Discussions Participants 

11:30 AOB 

12:00 Closing Remarks 
Ato Nuredin Mohammed, Acting Director, 

Water Supply and Sanitation Directorate 

Chairperson: H.E. Kebede Gerba, State Minister 
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Annex-2 

List of Participants in the Third JCC 

Ministry of Water and Energy 

H.E. Kebede Gerba 
Mr. Nuredin Mohammed 
Mr. Abiy Girma 

State Minister 
Director, Water Supply and Sanitation Directorate 
WaSH Programme Coordinator 

Mr. Eyasu Guta Technical Programme Support Officer 
Mr. Tamiru Gedefa 
Mr. Tamene Haile 
Mr. Asefa Birru 
Mr. Fanta Feyisa 
Mr. Agash Asmamew 

National WASH PMU Coordinator 
R.W. F. 
Officer 
Officer 
Officer 

Mr. Tesfaye Yigezu Head, SNNPR Water Resources Bureau 

JICA Ethiopia Office 

Mr. Takusaburo Kimura 
Mr. Itsuro Takahashi 

Senior Representative 
Project Formulation Advisor, Water Sector 

Mr. Ephrem Fufa Programme Officer, Water Sector  

Project Team 

Ms. Akino Kitazume Chief Advisor 
Mr. Yoichi Harada Mechanic Engineer 
Ms. Takako Uchida Agriculture 
Ms. Kaina Homma Hygiene and Sanitation 
Mr. Girma Senbeta Ararso Technical Coordinator 
Ms. Afra Mohamed Secretary 
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